
款 項 目 頁

□ 法定受託事務 ☑ 国府補助事業 □ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト

501.30 444.01

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/ 5 5

単位あたりコスト 694.50

R2 最終目標

広域連携に関する各市理事者による協議 回 　3/5 　4/5 5 / 5

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

8 / 10 10

/

広域連携による事業数 事業 　5/4 　6/6 8 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

総務費国庫補助金 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

9,445 6,620 4,400

概
算

人
工

/ 0.00 0.55

決算付属資料

④　執行率 89.6% 83.6%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.93/0 0.55

281 決算付属資料 18 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 地方創生推進交付金 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 7,440 4,400 4,400 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 2,005 2,220 0

0

予
算
財
源
内
訳 0

①　流充用額 0 0 0

0

0

0

②　配当予算 2,236 2,655 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 2,236 2,655 2,399 9,511

予
算
情
報

①　当初予算 2,236 2,655

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

2,232

②　国支出金 247 310 300 7,279

①　一般財源 1,989 2,345 2,099

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

2,399 9,511

②　補正予算 0 0 0

需用費 16 ３市連携事業ＰＲチラシ作成

R2（本年度） R3（要求年度）

2,203京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会負担金

役務費 1 事務連絡郵送料

負担金補助及び交付金

実施方法

委託先・実施主体等 京都北部地域連携都市圏形成推進協議会、３市連携推進連絡会議

事業概要
（箇条書き）

・京都北部地域連携都市圏形成推進協議会における連携
　福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、京丹後市、与謝野町、伊根町で構成し、総会、幹事会、各部会等を開催し、連携ビジョンやアクションプランに
基づき地方創生交付金を活用しながら各課が実施する連携事業を推進する。
・丹波市・朝来市との連携
　人材育成分野等で連携事業に取り組んできた隣接する兵庫県の丹波市・朝来市と日常生活圏の経済実態に即した持続可能な圏域づくりなど、連
携の方向性を明確にした連携ビジョンの構築に向け、各課が行う連携の取組を拡充していく。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

本格的な人口減少や少子高齢化が進むなか、将来にわたって持続可能な行政運営を行っていくため、近隣市町や京都府、その他府県と連携し、生
活機能の強化や広域課題に対し効率的かつ効果的な施策の展開を図る。

対象者 京都府北部地域及び丹波市、朝来市人口 対象者数 370,000 単位あたりコスト 0.0

根拠法令等

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成27年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 06 企画費

京都府北部地域連携都市圏ビジョン

76

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード830233 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 広域連携推進事業

事業担当 所属 市長公室　経営戦略課　 所属長 谷口　学
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☑ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

丹波市・朝来市との連携については、広域連携に係る調査事業や研修会等を実施し、定住自立圏構想の実現に
向けた具体的な取組を行う。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

　成果実績等は達成できており、今後も計画等に基づき着実に事業を進めていく必要がある。

これまでの課題及び
今後の方向性

　連携推進に向け、十分協議を行い、着実に連携事業を実施しているが、圏域内の住民の生活機能や利便性の向上が実感できるような連携の取
組を行い、住民にも十分理解を得るなかで連携事業を展開していく必要がある。
　丹波市・朝来市との３市連携については、平成３０年度に新たに「３市連携推進連絡会議」を設置し、連携推進に向けた組織体制を強化したが、今
後、京都府北部地域連携都市圏形成推進協議会同様、連携ビジョン等を策定し、目標値を設定し、より計画的かつ有効度の高い連携事業を推進し
ていく必要がある。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

行政効率化を図ることを目的とした事業であり、具体的な事業を開始するまでの調査研究や
システム構築等に係る経費が新たに発生する可能性もあるが、実施することにより、効率性
を高めることに資する事業である。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

地方創生推進交付金対象事業については、国の総合戦略に基づく市総合戦略に位置づけ
目標値を設定し、進捗管理や有効性の検証を行いながら事業を進めている。　また、京都府
北部地域連携都市圏形成推進協議会では連携ビジョン、アクションプランを策定し、計画的
に事業を推進し、有効性を確認している。新たな連携の形を検討するなかで、先進地事例の
調査研究及び活用も必要である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

人口減少や少子高齢化が急速に進み、単独の自治体だけでは効率的で質の高い行政サー
ビス水準を維持していくことは困難になってくるなか、行政効率化や共通する地域課題解決
を図る上で、近隣市町と連携した様々な施策の展開は必要不可欠である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 2 14 広域連携推進事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

10

単位あたりコスト - - 46261.05

会員募集に関する情報提供回数

- 77101.75

回 3/10 5/10 5 / 10 10

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

61.6 133.2 / 100 / 100 100

/

/ 3 3

単位あたりコスト -

R2 最終目標

ふるさと納税サイト活用件数 件 - - 3 / 3

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

750 / 1000 1000

ふるさと納税額目標達成率 ％ 81.5

会員登録者数 人 250/500 275/500 537 /

頁

特財名称 ふるさと納税ポイント代金返還金 種類 雑入 実績金額 101 決算付属資料 46 頁

総務費指定寄附金 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

123,151 237,890 6,585

概
算

人
工

/ 0.65 0.62

決算付属資料 40

④　執行率 56.0% 92.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.63/0.5 0.62

173,215 決算付属資料 36 頁

特財名称 ふくちやまサポーター拡大事業基金繰入（ふるさと納税基金） 種類 基金繰入金 実績金額 342
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 福知山市ふるさと納税寄附金 種類

/ 0.65 0.00 / 0.00

②　概算人件費 6,290 6,585 6,585 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 116,861 231,305 0

130,308

予
算
財
源
内
訳

190,297

①　流充用額 △ 387 0 0

0

0

0

②　配当予算 208,595 251,539 0 0

⑤　その他特財 132,360 175,342

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 208,982 251,539 193,463 285,177

予
算
情
報

①　当初予算 208,982 206,539

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

94,880

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 76,622 76,197 63,155

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

193,463 285,177

②　補正予算 0 45,000 0

報償費 41,314返礼品の調達、配送

R2（本年度） R3（要求年度）

14,141ふるさと納税業務委託分（受付、収納、受領証明書発行など）

積立金 173,215基金積立金

その他事務経費 1,543複写機使用料、出張旅費、「いがいと！福知山ファンクラブ」会員証作成ほか

役務費 1,092広告掲載、郵送料、電話料ほか

委託料

実施方法

委託先・実施主体等 （株）さとふる、楽天（株）、（株）トラストバンク

事業概要
（箇条書き）

・「いがいと！福知山ファンクラブ」会員の募集
・新規ふるさと納税返礼品事業者の獲得
・新規返礼品の獲得
・ふるさと納税サイトの追加
・「いがいと！福知山ファンクラブ」会員への本市の魅力を情報発信（ダイレクトメールによる）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 －

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

人口減少や都市圏への人口集中が加速するなか、市民の力や市外の方の力を活かしたまちづくりを進めていくため、多様な形で関わっていただく
方々（関係人口）を増やすことが重要となっている。そこで関係人口の拡大を進めるため、地域の魅力やふるさと納税などの情報を発信して、福知山
市に魅力を感じ、継続的に応援してくださる方々の拡大を図る。

対象者 市外の給与所得者等 対象者数 － 単位あたりコスト

根拠法令等 地方税法

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成20年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 14 諸費

第6次行政改革実施計画№85

96

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810560 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 ふくちやまサポーター拡大事業

事業担当 所属 市長公室　秘書広報課　 所属長 小野木　正章
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

ふるさと納税サイト「ふるなび」と「ANA」の２サイトを追加し、寄附額の増加を目指す。（計５サイトの運営）

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

ふるさと納税では、平成28年度に民間事業者（さとふる）の活用により寄附者がアクセスしやすい環境整備をしたことで寄附件数、寄附額とも一定数
を確保できている。第6次行革実施計画では、平成28年から平成32年までに一般財源ベースで46,571千円確保する目標であったが、平成29年度で
達成している。また、平成30年度からガバメント・クラウドファンディングにも取り組んでいる。さらに、平成29・30年度、令和元年度に、企業版ふるさと
納税を実施した結果、企業訪問により、平成29・30年度で1社から、令和元年度で2社からの寄附実績があった。
このようにふるさと納税を活用した、福知山を応援いただく方が増えたことにより、「いがいと！福知山ファンクラブ」会員の増加にも繋がった。
「いがいと！福知山ファンクラブ」会員について、会員特典クーポンの発送を廃止し、令和元年度より新たに福知山の魅力が描かれたオリジナル会
員証を発行し、本市とのつながりに付加価値を高めたことで、前年度の2倍の会員増となった。

これまでの課題及び
今後の方向性

ふるさと納税サイトを活用し本市の魅力を発信したことで、寄附額及び寄附が伸びたことは一定評価できるが、継続的に福知山市を応援いただける
よう良い関係を構築することが課題である。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

多くの方々（寄附件数：6,000件～10,000件）からの寄附に関連する事務（寄附収納、返礼品
送付、寄附者窓口対応、返礼品提供事業者との連携など）に対応することは困難であり、民
間のノウハウを活かして業務委託することは効率的である。
また、ふるさと納税寄附者に「いがいと！福知山ファンクラブ」会員加入の案内をすることで、
関係人口拡大を見込むことが可能となっている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

ふるさと納税で福知山に寄附いただいた多くの方々（寄附件数：6,000～10,000件）に、「いが
いと！福知山ファンクラブ」会員への勧誘活動は、福知山市の取組みや特産などを支援しよ
うと寄附いただいた方であり、有効である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

関係人口拡大に向けた取り組みとして、ふるさと納税制度も活用しながら、福知山を応援し
てくださる「いがいと！福知山ファンクラブ」会員を増やすことは必要である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 4 38 ふくちやまサポーター拡大事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト

/

単位あたりコスト 1.00 1.00

基金造成 千円 0/0 100000/0 100000/0 - / 0
活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

/

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

30 - / 30 30基金充当事業 千円 34/30 37/30 38 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

100,080 100,080 80

概
算

人
工

/ 0.00 0.01

決算付属資料

④　執行率 100.0% 100.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.01/0 0.01

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 80 80 80 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 100,000 100,000 0

0

予
算
財
源
内
訳 0

①　流充用額 0 0 0

0

0

0

②　配当予算 0 0 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 100,000 100,000 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 0 0

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0
前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 100,000 100,000 0

0

0 0
次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

0 0

②　補正予算 100,000 100,000 0

積立金 100,000地域振興基金積立金

R2（本年度） R3（要求年度）

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

令和元年度の予算の一般財源分を地域振興基金に積み立て、地域活性化、産業支援、また観光誘客など、将来の地域振興施策の財源として活用
する。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

福知山市地域振興基金条例に基づき、市民の連携の強化及び地域振興に要する資金を地域振興基金に積み立て、今後市民の連帯感の醸成や地
域振興に資する事業の財源として活用する。

対象者 市民 対象者数 77,000 単位あたりコスト 1.3

根拠法令等 福知山市地域振興基金条例

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成18年度終了予定年度 令和２年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 11 地域交流推進費 86

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード130315 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地域振興基金造成事業

事業担当 所属 地域振興部　まちづくり推進課　 所属長 谷口　智広

5 27 地域振興基金造成事業



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

市民の連帯感の醸成や地域振興に資する事業の財源として有効に活用している。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

合併後平成18年度から平成２７年度までの１０年間は、合併特例債を活用し基金に積み立てを行ってきたが、昨年度に引き続き一般財源を基金に
造成することができた。

これまでの課題及び
今後の方向性

積み立てた基金の運用計画が必要である。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

福知山市地域振興基金条例に基づき、市民の連帯の強化及び地域振興に要する資金を地
域振興基金に積み立てている。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

合併特例債を活用して積み立てた基金を活用している。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

6



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 □ 市単独事業 ☑ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト － 267.90 864.31

説明会開催数

17.90 14.41

回 / 8/9 2 / 11 5

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/ 120

単位あたりコスト 8.90

R2 最終目標

予算説明書印刷冊子数 数 240/240 120/120 120 / 120

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

/

【定性的評価のため入力なし】 / / /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

72,543 77,729 76,000

概
算

人
工

/ 0.00 9.50

決算付属資料

④　執行率 100.0% 100.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

8.8/0 9.50

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 70,400 76,000 76,000 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 2,143 1,729 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 456 186 0

0

0

0

②　配当予算 2,143 1,729 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 1,687 1,543 1,411 1,899

予
算
情
報

①　当初予算 1,687 1,543

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

1,899

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 1,687 1,543 1,411

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

1,411 1,899

②　補正予算 0 0 0

需用費 1,041用度物品、追録代、トナーカートリッジ、予算説明書印刷製本など

R2（本年度） R3（要求年度）

232研修会、説明会、府ヒアリングなど

役務費 56 郵送料、電話代、ごみ廃棄手数料など

負担金補助及び交付金 31 研修参加負担金

委託料 368地方公会計標準ソフトウェア関連サービス保守業務、導入にかかるミドルウェア保守業務

旅費

実施方法

委託先・実施主体等 株式会社日立ソリューションズ・クリエイト

事業概要
（箇条書き）

予算編成、執行管理、決算業務、地方債の発行償還業務など福知山市の財政運営管理に要する経費。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

予算編成、執行管理、決算業務、地方債の発行償還業務など福知山市の財政を健全かつ効率的に運営します。

対象者 － 対象者数 － 単位あたりコスト

根拠法令等

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 03 財政管理費

第6次福知山市行政改革

68

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810426 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 財政運営一般事業

事業担当 所属 財務部　財政課　 所属長 山田　信義

7



☑ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

□ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

一般事務事業に係る事務的経費であるが、引き続き経常的経費の削減に努めた。
令和３年度は、市債を管理する新起債管理システム導入に係る経費を新たに計上している。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

財政課における内部的な事務的経費であり、必要に応じて適宜、執行している。【定性的評価】

これまでの課題及び
今後の方向性

財政課における内部的な事務的経費であり、継続していく。

̀ ͔

事中事業評価

事後事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

財政課における内部事務的経費であるが、議員へのタブレット導入に伴い、決算成果説明
書の印刷外注経費を削減するなどの工夫を行い、効率的な執行を心がけている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

財政課事務は滞りなく行うことができた。
活動実績にある財政説明会については、各中学校区に出向いて開催する方法から、大規模
説明会と希望自治会における小規模開催を組み合わせる方法に切り替えた影響で回数が
減少した。説明会そのものは、平成30年度に始めた取組みであり、有効な方法を模索してい
く。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

財政課における需用費や旅費、役務費、委託料、負担金など主に内部事務的経費のため、
不可欠である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 8 48 財政運営一般事業 (2)



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 ☑ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト

－

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/

単位あたりコスト

R2 最終目標

減債基金積立額 百万円 / / 143.5 / 128

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

/

【定性的評価のため入力なし】 / / /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

0 143,609 0

概
算

人
工

/ 0.00 0.00

決算付属資料

④　執行率 100.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0/0 0.01

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 0 80 0 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 0 143,529 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 0 15,572 0

0

0

0

②　配当予算 0 143,529 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 0 127,957 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 0 0

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 0 127,957 0

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

0 0

②　補正予算 0 127,957 0

減債基金積立 143,529「幼児教育・保育無償化」に伴う財政負担軽減分として減債基金への積立

R2（本年度） R3（要求年度）

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

令和元年10月1日から開始される幼児教育・保育の無償化に伴い、新たな国・府・市の財源構成を適用し、また今年度に限り地方特例交付金（子ど
も・子育て支援臨時交付金）を受けることから、当初予算と比較し、市の財政負担が軽減されます。
国の「幼児教育・高等教育無償化の制度の具体化に向けた方針」を踏まえ、この軽減分を減債基金に積み立てることで、将来負担の軽減に活用し
ます。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

減債基金に積み立てることで、将来負担の軽減に活用します。

対象者 － 対象者数 － 単位あたりコスト

根拠法令等 減債基金条例

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 令和元年度 終了予定年度 令和元年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 05 財産管理費 70

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810436 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 減債基金積立事業

事業担当 所属 財務部　財政課　 所属長 山田　信義

9



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☑ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

令和３年度当初予算計上はなし。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

今回の減債基金への積立ては、幼児教育・保育の無償化に伴うものであり、令和元年度のみ実施するものである。
国・府・市の財源構成に伴う軽減分を活用し、将来負担の軽減を図る。（定性的評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

今後も、減債基金に積み立てできる財源が確保できる場合には検討していく。

̀ ͔

事中事業評価

事後事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

減債基金に積み立てを行い、将来負担の軽減に活用している。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

減債基金に積み立てを行い、将来負担の軽減に活用している。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

減債基金に積み立てを行い、将来負担の軽減に活用している。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 10 49 減債基金積立事業 (2)



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト

－ －

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/ 14 14

単位あたりコスト －

R2 最終目標

元金の繰上償還累計額 億円 10.3/10.0 11.7/12.0 12.9 / 13.5

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

/

/ / /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

財産貸付収入 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

124,226 119,840 80

概
算

人
工

/ 0.00 0.01

決算付属資料 34

④　執行率 90.4% 100.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.01/0 0.01

105,553 決算付属資料 32 頁

特財名称 公社継承土地売払収入 種類 不動産売払収入 実績金額 14,206
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 公社継承土地貸付収入 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 80 80 80 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 124,146 119,760 0

156,216

予
算
財
源
内
訳

156,216

①　流充用額 △ 321 45 0

0

0

0

②　配当予算 137,392 119,760 0 0

⑤　その他特財 137,713 119,715

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 137,713 119,715 156,216 0

予
算
情
報

①　当初予算 190,822 185,508

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 0 0 0

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

156,216 0

②　補正予算 △ 53,109 △ 65,793 0

基金積立金 119,760第三セクター等改革推進債償還基金への積立

R2（本年度） R3（要求年度）

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

　公社解散により、福知山市が継承した土地の利活用を進め、土地貸付収入や土地売払収入を財源に、第三セクター等改革推進債償還基金に積
立てを行う。
　平成24年度に発行した第三セクター等改革推進債（借入額2,996百万円）のうち、定期償還とは別に、平成25年度から令和2年度にかけて総額14億
円の繰上償還を実施していくものである。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 地方債繰上償還金（財政課）

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

　

　公社継承土地などの貸付・売却収入を第三セクター等改革推進債償還基金に積み立て、第三セクター等改革推進債の繰上償還の財源とする。

対象者 － 対象者数 － 単位あたりコスト

根拠法令等 第三セクター等改革推進債償還基金条例

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成24年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 05 財産管理費

第6次福知山市行政改革実施計画

72

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810520 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 第三セクター等改革推進債償還基金積立事業

事業担当 所属 財務部　財政課　 所属長 山田　信義

11



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☑ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

第三セクター等改革推進債の償還最終年度のためR3当初予算要求しない。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

　第三セクター等改革推進債返済の当初計画では、令和元年度までに14億円の繰上償還を実施する予定であったが、継承土地の処分が年々困難
となってきており、令和2年度まで１年間延長することで、目標額14億円の繰上償還完了を見込んでいる。【定性的評価】

これまでの課題及び
今後の方向性

　第三セクター等改革推進債の繰上償還の終了時期が、当初計画より１年延びることとなるが、令和2年度末には継承土地の貸付収入の活用によ
り、目標額14億円の繰上償還を完了する見込みである。
　令和2年度末の繰上償還完了後の第三セクター等改革推進債償還基金の廃止及び継承土地の売却・貸付収入の活用方法を定める必要がある。

̀ ͔

事中事業評価

事後事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

　公社からの継承土地の売却を促進し、貸付収入とあわせた活用益を基金に積み立て、同
年度に元金の繰上返済に充当している。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

　継承土地の貸付・売却収入を把握し、その全額を積み立てている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

　土地開発公社解散に伴い、発行した三セク債30億円の早期返済を進めるために、必須の
事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 12 50 三セク債償還基金積立事業 (2)



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト

－

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/ 0 0

単位あたりコスト －

R2 最終目標

国府補助金等の返還漏れ 件 0/0 0/0 0 / 0

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

/

/ / /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

雑入 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

86,870 99,385 320

概
算

人
工

/ 0.00 0.04

決算付属資料

④　執行率 100.0% 99.9%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.01/0 0.04

7,827 決算付属資料 46 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 社会福祉法人等施設整備事業補助金返還金 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 80 320 320 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 86,790 99,065 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 3,704 616 0

0

0

0

②　配当予算 86,790 99,139 0 0

⑤　その他特財 0 9,698

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 83,086 98,523 10,000 10,000

予
算
情
報

①　当初予算 10,000 10,000

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

10,000

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 83,086 88,825 10,000

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

10,000 10,000

②　補正予算 73,086 88,523 0

償還金、利子及び割引料 99,065国府補助金等の返還

R2（本年度） R3（要求年度）

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

過年度に受け入れて決算済となった国府補助金などについて、事業実績の確定に伴い該当補助金が過大交付であったことが明らかとなった場合そ
の他返還を命じられた場合等に、本事業から適時適切に当該金額を返還する。
実務的には、補助金受け入れ担当課が、国府などからの確定通知及び返還通知等を受領し、返還に必要な起案を行い、これに財政課が伝票を添
付して支払いを行なう。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

過年度に受け入れて決算済となった国府補助金などについて、後年度に返還を要する場合に本事業から適時適切に当該金額を支出する。

対象者 国、府、団体、個人など 対象者数 － 単位あたりコスト

根拠法令等 地方自治法

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 14 諸費 96

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810515 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 補助金等償還事業

事業担当 所属 財務部　財政課　 所属長 山田　信義

13



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

義務的な返還事務に必要な経費であるが、要求金額は本年度の補助事業の実績確定までは見込み難いため、例
年通りの予算要求とする。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

当然のことながら、実績報告及び所管省庁などの確定後に発せられる返還通知を受け、必要な返還作業は指定された納期限までに遅滞なく行なっ
ており、失念や遅延をきたさずに実施している。（定性的評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

従来通り、該当があればその都度、適正に速やかに事務処理を進める。

̀ ͔

事中事業評価

事後事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

同上

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

同上

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

返還義務のある概算交付を受けた補助金等の年度をこえた精算事業であり、適正に返還を
進めることは行政の所管事項であり、必要である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 14 51 補助金等償還事業 (2)



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト － － －

利子支払額

－ －

百万円 433/494 376/402 320 / 342

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/

単位あたりコスト －

R2 最終目標

元金償還額 百万円 4,579/4,575 4,668/4,712 4,898 / 4,905

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

0 /

/

定期償還日の償還不履行 回/年 0/0 0/0 0 /

頁

特財名称 定住促進住宅使用料（現年度分） 種類 総務使用料 実績金額 6,136 決算付属資料 10 頁

土木使用料 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

5,044,423 5,218,558 1,360

概
算

人
工

/ 0.00 0.17

決算付属資料 42

④　執行率 99.8% 99.8%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.1/0 0.17

33,264 決算付属資料 12 頁

特財名称 地域総合整備資金貸付金元金収入 種類 貸付金元利収入 実績金額 20,236
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 市営住宅使用料（現年度分） 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 800 1,360 1,360 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 5,043,623 5,217,198 0

36,522

予
算
財
源
内
訳

31,794

①　流充用額 △ 59,241 △ 20,299 0

0

0

0

②　配当予算 5,055,102 5,226,991 0 0

⑤　その他特財 135,876 42,816

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 5,114,343 5,247,290 5,054,368 5,288,430

予
算
情
報

①　当初予算 5,114,343 5,247,290

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 4,978,467 5,204,474 5,017,846

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

5,054,368 5,288,430

②　補正予算 0 0 0

償還金、利子及び割引料 5,217,198

R2（本年度） R3（要求年度）

319,891利子及び割引料

　内訳 4,897,308元金償還金

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

過年度に借り入れた長期債について、元利均等償還を基本として、年２回償還（返済）を行っている。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

過年度に借り入れた長期債について、元利均等償還を基本として、年２回償還（返済）を行っている。

対象者 － 対象者数 － 単位あたりコスト

根拠法令等 地方自治法

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 公債費 01 元利償還金 258・260

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810429 12 公債費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地方債元利償還金

事業担当 所属 財務部　財政課　 所属長 山田　信義

15



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

今後も計画的に適切に償還を行なっていく。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

借入れを行なった地方債については、システムで管理をしており、返済を滞りなく疎漏なく実施している。

これまでの課題及び
今後の方向性

今後も計画的に適切に償還を行なっていく。

̀ ͔

事中事業評価

事後事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

過年度に借入れた際の条件により、償還義務は継続し、履行の責任は負っている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

過年度に借入れた際の条件により、償還義務は継続し、履行の責任は負っている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

過年度に借入れた際の条件により、償還義務は継続し、履行の責任は負っている。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 16 63 地方債元利償還金 (2)



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト

－ －

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/ 14 14

単位あたりコスト －

R2 最終目標

三セク債の繰上償還累計額 億円 10.3/10.0 11.7/12.0 12.9 / 13.5

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

1.7 / 0.5 0

/

三セク債年度末返済残高 億円 7.6/7.6 4.7/4.1 2.3 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

基金繰入金 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

199,321 629,441 1,040

概
算

人
工

/ 0.00 0.13

決算付属資料

④　執行率 90.9% 100.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.01/0 0.13

120,000 決算付属資料 40 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 第三セクター等改革推進債償還基金繰入金 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 80 1,040 1,040 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 199,241 628,401 0

110,000

予
算
財
源
内
訳

22,798

①　流充用額 59,241 20,299 0

0

0

0

②　配当予算 219,241 628,401 0 0

⑤　その他特財 160,000 608,102

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 160,000 608,102 110,000 0

予
算
情
報

①　当初予算 180,000 518,102

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 0 0 0

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

110,000 0

②　補正予算 △ 20,000 90,000 0

償還金、利子及び割引料 621,084長期借入金繰上償還

R2（本年度） R3（要求年度）

302利子及び割引料

補償、補填及び賠償金 7,317長期借入金繰上償還にかかる補償金

　内訳 620,782償還金（長期借入金、第三セクター等改革推進債など）

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

　土地開発公社解散により、福知山市が継承した土地の利活用を進め、土地貸付収入や土地売払収入を財源に、第三セクター等改革推進債償還
基金に積立てを行う。基金を繰上償還に充当し、定期償還とあわせて償還を進めている。平成24年度に発行をした第三セクター等改革推進債（借入
額2,996百万円）のうち、繰上償還14億円分について、平成25年度から令和2年度にかけて繰上償還を実施していくものである。
　また、次年度以降の公債費抑制のため、第三セクター等改革推進債以外の市債についても予算の範囲で繰上償還を実施する。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 第三セクター等改革推進債償還基金積立事業（財政課）

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

　平成24年9月の土地開発公社解散に伴い、代位弁済を行った4,996百万のうち、発行した第三セクター等改革推進債（2,996百万円）について定期
償還とは別に繰上償還を行うことで、将来負担の軽減を図ります。

対象者 － 対象者数 － 単位あたりコスト

根拠法令等

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成25年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 公債費 01 元利償還金 260

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810431 12 公債費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 地方債繰上償還金

事業担当 所属 財務部　財政課　 所属長 山田　信義
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　今後についても後年度の公債費負担の軽減を図るため、減債基金や収支余剰金を活用し、積極的に繰上償還
の実行に努める。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

　第三セクター等改革推進債返済の当初計画では、令和元年度までに14億円の繰上償還を実施する予定であったが、継承土地の処分が年々困難
となってきており、令和2年度まで１年間延長することで、目標額14億円の繰上償還完了を見込んでいる。
　また、令和元年度には、第三セクター等改革推進債以外の一般会計市債について、総額5億円の繰上償還を実施しており、市債残高の減少と後
年度の公債費負担の軽減を図っている。

これまでの課題及び
今後の方向性

　第三セクター等改革推進債の繰上償還の終了時期が、当初計画より１年延びることとなるが、令和2年度末には継承土地の貸付収入の活用によ
り、目標額14億円の繰上償還を完了する見込みである。
　また、その他の市債返済についても、後年度の公債費負担の軽減を図るため、減債基金や収支余剰金を活用し、積極的に繰上償還の実行に努
めていく。

̀ ͔

事中事業評価

事後事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

　継承土地の売却を促進し、貸付収入とあわせた活用益を早期に基金に積み立て、同年度
に元金の繰上げ返済に充当している。
　減債基金の残高推移や収支余剰金の把握に努め、効率的な繰上償還の実施を計画して
いる。・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

　土地の活用益を把握し、全額を積み立て、積立金残高の範囲内で繰上償還を進めてい
る。
　後年度の公債費負担の軽減を図ることで、市民一人当たりの市債残高の減少や経常収支
比率、公債費負担比率などの各種財政指標の改善につながり、財政健全化に寄与する。・活動実績は見込みに沿い、かつ

投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

　公社解散に伴い、平成24年度に発行した三セク債30億円の早期返済を進めるために、必
須の事業である。
　後年度の公債費負担の軽減を図ることで、財政健全化に寄与する。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 18 64 地方債繰上償還金 (2)



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト － －

－ 2.73

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/

単位あたりコスト 3.90

R2 最終目標

繰替運用延べ日数 日 81/－ －/－ 188 / －

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

/

【定性的評価のため入力なし】 / / /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

80 593 80

概
算

人
工

/ 0.00 0.01

決算付属資料

④　執行率 0.0% 51.3%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.01/0 0.01

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 80 80 80 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 0 513 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 0 0 0

0

0

0

②　配当予算 3,000 1,000 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 3,000 1,000 1,000 1,000

予
算
情
報

①　当初予算 3,000 1,000

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 3,000 1,000 1,000

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

1,000 1,000

②　補正予算 0 0 0

償還金、利子及び割引料 513基金繰替運用利子

R2（本年度） R3（要求年度）

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

歳計現金が不足する場合に、基金を繰替運用することで、一時借入金を抑制する。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

歳計現金が不足する場合に、基金を繰替運用することで、一時借入金を抑制する。

対象者 － 対象者数 単位あたりコスト

根拠法令等 地方自治法

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 公債費 01 元利償還金 260

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810516 12 公債費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 基金運用事業

事業担当 所属 財務部　財政課　 所属長 山田　信義
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

歳計現金が不足する期間に、実勢に即して最小限の繰替運用を行うことで、歳計現金の残高が維持できている。（定性的評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

今後も、歳計現金の残高を維持する必要がある場合には適正に実施していく。

̀ ͔

事中事業評価

事後事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

・実勢に即して年度末のみの最小限の借り入れとしている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・発生利息は一般財源を原資としているが、市の外部ではなく基金に還流させて基金の安全
確実な運用に役立てている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・日々の支払いを担保する歳計現金の残高維持のために、最小限の短期借り入れは必要で
ある。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 20 65 基金運用事業 (2)



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 ☑ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/

単位あたりコスト

R2 最終目標

/ / /

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

/

【定性的評価のため入力なし】 / / /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

80 80 80

概
算

人
工

/ 0.00 0.01

決算付属資料

④　執行率 0.0% 0.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.01/0 0.01

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 80 80 80 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 0 0 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 △ 9,805 △ 25,183 0

0

0

0

②　配当予算 40,195 24,817 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 50,000 50,000 50,000 0

予
算
情
報

①　当初予算 50,000 50,000

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 50,000 50,000 50,000

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

50,000 0

②　補正予算 0 0 0

予備費充用 8,64002款（総務費）01項（総務管理費）11目（地域交流推進費）へ予備費充用

R2（本年度） R3（要求年度）

4,77908款（土木費）02項（道路橋りょう費）02目（道路維持費）へ予備費充用

予備費充用 2,12006款（農林業費）01項（農業費）02目（農業総務費）へ予備費充用

予備費充用 4,67508款（土木費）04項（都市計画費）04目（公園管理費）ほかへ予備費充用

予備費充用 4,96802款（総務費）01項（総務管理費）05目（財産管理費）へ予備費充用

予備費充用

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

一般会計各目的歳出（款項目）に対して一会計年度あたり最大50,000千円を充用する。
ただし、予備費の使途は憲法第89条による公金の支出制限等、法令上支出してはならない費途に充てることはできない。また法令上支出できる費
途であっても議会の否決した経費に充てることはできない（地方自治法第217条第2項）

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

地方自治法第217条の規定により、一般会計において予備費は必ず設けなくてはならない。

議決された当初予算は、目的別に計上された一会計年度の見積りであるが、年度途中における不測の事態により予算の過不足が生じてくることは
避けられず、そのたびに軽微な補正予算を組むことは、困難かつ非効率であるため、予備費を設けてこれに対処することとしている。

対象者 － 対象者数 － 単位あたりコスト

根拠法令等 地方自治法

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 予備費 01 予備費 260

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810433 13 予備費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 予備費

事業担当 所属 財務部　財政課　 所属長 山田　信義
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

補正予算を編成すると、専決処分または議会の議決によりこれを成立させ予算を執行することになるが、専決処分は議会軽視を免れず、また議会
の議決には時間を要するため、柔軟かつ機動的な対応が要請される場合にはいずれにしても制約が多い。
このため、地方自治法で規定された予備費の制度は妥当であり、必要かつ有効なものである。（定性的評価）

これまでの課題及び
今後の方向性

災害発生時において、本復旧予算は議会の承認により補正予算を編成・成立させることになるが、応急復旧、災害救助など、迅速な財政出動が必
要な場合には、予備費の範囲内で必要な財政出動を発動することが今後も有効である。
こうした背景や本市の特性を踏まえ、一般会計の予備費は毎年50,000千円を計上しているが、当面は現状維持で考えている。

̀ ͔

事中事業評価

事後事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

充用残額がそのまま一般会計の実質黒字を構成する。
他市に比較して、当該予算計上額はやや多額となっているが、水害や豪雨などによる被災
頻度が高いため必要な規模であると考えている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

予備費は予見しがたい緊急事態に対し、早急な対応が求められる費途に用いられており、
迅速かつ機動的な予算執行を可能にしている本事業の有効性は高い。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

過去5か年の予算計上額の範囲内で予備費充用を実施し、機動的かつ柔軟な予算執行が
できていることから、事業の妥当性と必要性については、これまでも今後も疑念の余地はな
い。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 22 66 予備費 (2)



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト － －

－

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/

単位あたりコスト －

R2 最終目標

一時借入実施日数 日 0/－ /－ / －

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

/

【定性的評価のため入力なし】 / / /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

80 80 80

概
算

人
工

/ 0.00 0.01

決算付属資料

④　執行率 0.0% 0.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.01/0 0.01

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 80 80 80 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 0 0 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 0 0 0

0

0

0

②　配当予算 1,000 1,000 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 1,000 1,000 1,000 1,000

予
算
情
報

①　当初予算 1,000 1,000

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 1,000 1,000 1,000

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

1,000 1,000

②　補正予算 0 0 0

【決算額なし】

R2（本年度） R3（要求年度）

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

　歳計現金が不足する場合に、金融機関等から短期（年度内に償還する条件）の借り入れを行った場合に発生する、日割りの利息を支払う。
　ただし、近年は基金からの繰替運用を行って資金不足に対処しているため、基金の出納閉鎖を行う年度末にのみ必要な措置。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

歳計現金が不足する場合に、金融機関などから短期（年度内に償還する条件）の借入れを行ない、円滑な会計処理を行なう。

対象者 － 対象者数 － 単位あたりコスト

根拠法令等 地方自治法

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成18年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 公債費 01 元利償還金

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810517 12 公債費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 一時借入金利子

事業担当 所属 財務部　財政課　 所属長 山田　信義



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

借入れを行なった地方債については、システムで管理をしており、返済を滞りなく疎漏なく実施している。

これまでの課題及び
今後の方向性

今後も計画的に適切に償還を行なっていく。

̀ ͔

事中事業評価

事後事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

・実勢に即して年度末のみの最小限の借り入れとしている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・歳計現金が不足した場合の資金調達として有効である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・日々の支払いを担保する歳計現金の残高維持のために、最小限の短期借り入れは必要で
ある。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 ☑ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 ）

－

単位あたりコスト 1423.75

普通財産の除草回数

1889.50 1423.75

回 2 / 2 2

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

0 7 / 7 / 5

/

/ 10 －

単位あたりコスト 2379.50

R2 最終目標

普通財産販売地掘起し（累積）件数 件 2　 /　4 2　／　6 2 / 8

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

1200 / 1200 －

普通財産の除草箇所件数 箇所 0

普通財産販売額 万円 1359/1200 1640/1200 2615 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

雑入 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

20,499 16,827 13,980

概
算

人
工

/ 0.60 1.56

決算付属資料 48

④　執行率 87.5% 100.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

2.09/0 1.56

64 決算付属資料 46 頁

特財名称 線下補償料 種類 雑入 実績金額 833
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 岡地区財産収益金 種類

/ 0.60 0.00 / 0.00

②　概算人件費 16,720 13,980 13,980 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 3,779 2,847 0

897

予
算
財
源
内
訳

897

①　流充用額 189 △ 60 0

0

0

0

②　配当予算 4,320 2,847 0 0

⑤　その他特財 897 897

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 4,131 2,907 2,974 2,884

予
算
情
報

①　当初予算 4,131 2,907

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

1,987

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 3,234 2,010 2,077

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

2,974 2,884

②　補正予算 0 0 0

旅費 14 旅費

R2（本年度） R3（要求年度）

249郵送料、電話代、除草処分費等

委託料 1,145公有財産台帳システム保守業務、管理市有地除草業務等

使用料及び賃借料 1,298公有財産台帳システム用パソコン賃貸借、複写機使用料 、公用車賃貸借

需用費 141公用車燃料代、消耗品等購入費

役務費

実施方法

委託先・実施主体等 （公社）福知山市シルバー人材センター、株式会社パスコ京都支店

事業概要
（箇条書き）

普通財産の維持管理：除草、修繕工事、建物総合損害共済等
財産一般管理事務経費：旅費、消耗品、コピー機リース料
公有財産台帳管理：システム保守料、機器使用料

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 市有地販売事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

・財産管理を含む課の一般管理事業。
・管理普通財産について良好な状態を保つため、定期的維持管理を行う。　

・市有財産の状況を的確に掌握し、公有財産台帳システムで正確な情報の管理を行う。
・財源確保を図るため公有財産台帳システムデータ、財産管理主任を活用し売却（貸付）可能資産を掘り起こす。

対象者 市民 対象者数 77,581 単位あたりコスト 0.2

根拠法令等 地方自治法237条ほか

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 昭和21年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 05 財産管理費 72

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財産基盤を構築する

会計情報 事業コード810508 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 財産管理事業

事業担当 所属 財務部　資産活用課　 所属長 松本美規夫
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

◎令和2年度に実施した未利用財産の全庁的な洗い出しによる売却・貸付可能財産の早期の処分を目指すととも
に、引き続き未利用財産の掘起こしを行う。

◎財産一般管理経費において増加傾向にある複写機使用料の削減に向け、不用な印刷をしないよう課内で徹底
する。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

・管理市有地の除草や枯木の伐採等を行い、良好な環境の維持に努めた。
・公有財産の各所管課に対し土地建物の正確な情報を報告をさせて、公有財産台帳システムへのデータ移行を完了し、令和元年度の決算附属資
料に反映した。
・公有財産台帳システムを活用し売却可能資産の洗い出しを進めた。

これまでの課題及び
今後の方向性

除草等の維持管理を実施している普通財産について、購入や賃借の需要を探り、民間での利活用に供することで管理物件数を減らし維持管理経費
の削減を図る必要がある。
また、販売促進により普通財産の販売可能な物件数が減少しているため、財産管理主任を活用し、各所管課の売却活用資産の洗い出しを行い、市
場の需要の高い物件を抽出し、販売に供するなど全庁的な財源確保の取り組みを行う。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

除草等の維持管理では除草回数等も土地によって考慮するとともに、発注先についてもシ
ルバー人材センターに委託するなどコスト削減を図っている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

管理する公有財産について、市民から除草等の苦情がないように計画的に業務を発注する
とともに売却資産の掘り起こしを行い、販売等による財源確保に繋がる有効な事業である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

市民の財産である市有財産の適切な管理・保全と公有財産台帳システムを活用した売却可
能資産の掘り起こしを行い、遊休資産の売却及び貸付による財源確保を図るための重要な
事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 26 67 財産管理事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 ☑ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト

11923.90 14326.30

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/ 8 －

単位あたりコスト 21166.18

R2 最終目標

売払い件数 件 　11　/ 18 13/　17 9 / 13

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

204 / 115 －

/

売払い金額 百万円 313 / 287 217/　241127 /

頁

特財名称 普通財産土地売払い収入（農政課） 種類 不動産売払収入 実績金額 7,159 決算付属資料 34 頁

不動産売払収入 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

165,571 144,777 15,840

概
算

人
工

/ 0.00 1.98

決算付属資料 34

④　執行率 93.2% 100.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

1.32/0 1.98

74,522 決算付属資料 34 頁

特財名称 旧精華小学校グラウンド土地売却収入 種類 不動産売払収入 実績金額 19,500
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 創出土地売払収入 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 10,560 15,840 15,840 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 155,011 128,937 0

67,571

予
算
財
源
内
訳

85,546

①　流充用額 △ 351 △ 2,015 0

0

0

0

②　配当予算 166,281 128,937 0 0

⑤　その他特財 156,619 127,400

④　地方債 3,600 0 0 0

0

小計（①～③） 166,632 130,952 94,925 122,155

予
算
情
報

①　当初予算 126,944 89,832

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

36,609

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 6,413 3,552 27,354

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

94,925 122,155

②　補正予算 39,688 41,120 0

基金積立金 124,686公共施設等総合管理基金積立

R2（本年度） R3（要求年度）

815市有地購入者利子補給制度交付金

需用費 146消耗品等購入費

役務費、旅費 589市有地公募入札の新聞広告掲載料、郵送料、電話代、除草処分費等

委託料 2,700販売市有地除草業務、販売市有地不動産鑑定評価業務、公共嘱託登記委託料等

負担金補助及び交付金

実施方法

委託先・実施主体等 日産工業（株）、藤井不動産鑑定㈱、三嶋不動産鑑定事務所、（社）京都公共嘱託登記土地家屋調査士協会、（株）ヒロタケ

事業概要
（箇条書き）

市有地の計画的な売却を行い、売却益は、福知山市鉄道網整備及び関連都市計画事業基金、福知山市第三セクター等改革推進債償還基金、公
共施設等総合管理基金に積み立て、財源として有効活用を図る。
（主な利用特財）
　菟原下定住促進住宅用地売払収入　　　　　　　（種類）不動産売払収入　　（実績金額）4,825　 （頁）34
　法定外公共用財産(里道・水路)売払収入　 　　（種類）不動産売払収入　　（実績金額）5,282 　（頁）34
　土地建物貸付収入（三和支所）（夜久野支所） （種類）財産貸付収入 　　　（実績金額）3,335 　（頁）32
　土地建物貸付収入（資産活用課）　　　　　　　 　（種類）財産貸付収入　　 　（実績金額）2,528 　（頁）32
　土地建物貸付収入（健康医療課）　　　　　　 　　（種類）財産貸付収入   　　（実績金額）　612 　（頁）32
　物件移転補償金（川合農林産物展示販売所）　（種類）　雑入　　　　　 　　　（実績金額）9,447 　（頁）46

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

市有地の販売等を行うことにより、歳入を確保し財政の健全化に資することを目的とする。

対象者 市民 対象者数 77,122 単位あたりコスト 1.9

根拠法令等 福知山市普通財産売払事務取扱要綱

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成20年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 05 財産管理費 72

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財産基盤を構築する

会計情報 事業コード810541 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 市有地販売事業

事業担当 所属 財務部　資産活用課　 所属長 松本美規夫
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

◎公社継承土地の商品化の取組みを強化する。
　・公社継承土地（広峯町114番・自治会等駐車場）を売却するため当該駐車場の代替として、府営住宅東側の遊
休市有地を駐車場として整備するための工事請負費24,349千円を要求する。
　事業効果⇒土地売却見込額53,000千円以上、売却による固定資産税収入の確保（事業所の場合：土地60万円/
年）、代替駐車場の貸付収入1,100千円/年、除草業務委託費削減200千円/年）
　・中坂町用地のレッドゾーン解消に向け、法面整備工事の予備設計を行い、安心安全な宅地販売の実現を目指
す。
◎公共施設等総合管理基金を着実に積み立てる。
　・平成28年度より実施の公共施設等総合管理基金積立金の財源となる創出土地売払い収入は、年1億円を目標
に積極的に売却を図り、令和元年度末累計で4億7千万円となっているが、令和2年度以降は、高額物件の売却見
込み物件が減少している。よって、令和2年度まで第三セクター等改革推進債償還財源であった公社継承土地の貸
付及び売却収入を令和3年度から公共施設等総合管理基金の積立財源とする。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

販売市有地にかかる販売広報活動、売却価格決定のための不動産鑑定業務委託、販売土地の維持管理等を実施した。市有地販売については価
格見直しによる入札を実施するなど販売活動を行い、127百万円（保留地含む）の歳入を確保した。公共施設マネジメント計画の進捗により創出した
土地については、4件、74百万円の売却が図れ、その売却代金を公共施設等総合管理基金に積み立て、マネジメント計画実施の財源として活用し
た。

これまでの課題及び
今後の方向性

市の財源確保のための事業であり、具体的な指標や期限などを設定して実施するとともに、全体的な戦略を検討する。
これまで、駅南・駅周辺地区や緑が丘地区の土地区画整理事業保留地や土地開発公社継承土地を積極的に売却を行い、売却収入と固定資産税
収入による財源確保に取り組んできたところである。
今後の戦略として、公共施設マネジメントの推進により生み出される創出土地については、これまで解体工事等を行い、更地化した後公募売却を
図ってきたが、現状有姿や解体条件付き売却等、歳出の抑制と市場のスピード感等の需要に対応した売却方法の導入を検討する。
また、全庁的な利活用物件の洗い出しを更に進め、財源確保に繋げる。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

H28から基金積立が事業予算に含まれるため、年度毎の単位あたりコストの比較は単純に
できない。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

新規物件を中心に入札の実施を行うとともに販売中の物件についても価格見直しを行い、公
募売却を行っている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・不動産業者に仲介を依頼することは可能であるが、仲介手数料の支払いが発生すること、
土地の商品化、契約事務は市で行う必要があり、仲介のみを業者委託するより、土地の商
品化から所有権移転までを一貫して市で取扱うことで、土地購入者の信頼感を醸成できる。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 28 70 市有地販売事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

55

単位あたりコスト 332.94 489.26 278.30

固定資産税還付件数

52.77 34.66

件 89/60 81/60 101 / 60 60

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/ 700 600

単位あたりコスト 53.68

R2 最終目標

市民税還付件数 件 552/ 701 751/550 811 / 700

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

50,000 / 145,000 40,000

0 /

還付金額 千円  29,632/  49,000 39,630/47,000  28,108 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

52,060 40,883 12,775

概
算

人
工

/ 0.15 1.55

決算付属資料

④　執行率 92.4% 57.1%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

1.46/0.3 1.55

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.15 0.00 / 0.00

②　概算人件費 12,430 12,775 12,775 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 39,630 28,108 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 △ 4,110 △ 802 0

0

0

0

②　配当予算 42,890 49,198 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 47,000 50,000 145,000 120,000

予
算
情
報

①　当初予算 47,000 50,000

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

120,000

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 47,000 50,000 145,000

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

50,000 120,000

②　補正予算 0 0 95,000

償還金(個人住民税) 11,787本税、延滞金及び督促手数料の還付

R2（本年度） R3（要求年度）

1,702本税、延滞金及び督促手数料の還付

償還金(軽自動車税) 60 本税、延滞金及び督促手数料の還付

償還金(法人市民税) 14,559本税、延滞金及び督促手数料の還付

償還金(固定資産税)

実施方法

委託先・実施主体等 -

事業概要
（箇条書き）

・過年度に納税義務者から納付納入された納入金が、確定申告や減額の更正、賦課決定の取消し等によって超過納付納入となった場合、発生した
過誤納金を諸費から還付した。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 -

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

過年度分にかかる市税等の還付を行う。

速やかな還付事務を進めることで市民の信頼を確保する。

対象者 福知山市の納税義務者 対象者数 115,109 単位あたりコスト 0.4

根拠法令等 地方税法第17条～第17条の4、福知山市財務規則第61条、福知山市税条例第36条の2　外

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 14 諸費 96

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810527 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 税等償還事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　法令に基づく過誤納金の還付事業である。遅滞なく還付を実施するために必要な経費を計上した。
　新型コロナウィルス感染症の影響により、景気が急速に下振れしており法人市民税における還付金が増えること
が予想されるため、前年度当初予算よりも増額で計上した。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

法令に基づく過誤納金の還付事業であり、還付対象の過誤納金については遅滞なく還付ができた。

これまでの課題及び
今後の方向性

過年度収入金に係る過誤納金を返還するものであり、引き続き遅滞なく還付する。
・法人市民税の還付については、突発的に多額の歳出還付が発生するケースがよくあり、当初予算において、歳出見込みを正確に把握することが
困難である。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

・過年度収入金に係る過誤納金を返還するものであり、税共同化にはなじまないが、担当者
の事務手順の見直し等により最短での還付を実施している。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・法令に基づく税の返還金であり、他に類似する事業はない。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・法令に基づく税の返還金であり、必須の事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 30 72 税等償還事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

/ 16,000

市税の課税業務共同化 － 軽自動車税受付・調査業務の共同化 市民税・資産税の共同化推進市民税・資産税の共同化の推進 / 税業務の共同化推進

単位あたりコスト － －

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

200817 188361

単位あたりコスト 2.67 2.89 3.52

R2 最終目標

地方税機構移管件数 件 18,333/18,916 16,409/18,200 17,285 / 16,200 16,000

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/ 180000

97.99 / 98.00 98.00

市税収入未済額 千円 223,791

市税収納率（現年＋滞納繰越） % 97.85/　97.7097.98 / 97.85 98.25 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

52,887 68,060 7,280

概
算

人
工

/ 0.00 0.91

決算付属資料

④　執行率 97.2% 95.7%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.69/0 0.91

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 5,520 7,280 7,280 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 47,367 60,780 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 0 △ 11 0

0

0

0

②　配当予算 48,711 63,510 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 48,711 63,521 50,759 46,679

予
算
情
報

①　当初予算 44,300 59,415

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

46,679

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 48,711 63,521 50,759

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

50,759 46,679

②　補正予算 4,411 4,106 0

負担金 48,588京都地方税機構への負担金

R2（本年度） R3（要求年度）

10,848基幹系システム更新に伴う滞納管理システムの再構築及び保守経費

使用料及び賃借料 1,285税機構との収滞納の連携を行うシステムの賃借(7月分まで)

旅費 59 共同化にかかる協議、説明会等の旅費

委託料

実施方法

委託先・実施主体等 北日本コンピューターサービス株式会社、㈱ケーケーシー情報システム

事業概要
（箇条書き）

・京都地方税機構は、公平公正で効率的な住民に信頼される税務行政の確立のために平成21年8月5日に設立し、平成22年4月1日から共同徴収業
務を開始した。
・平成24年度からは法人関係税の課税共同化を開始した。平成28年度から軽自動車税の一部事務を共同化した。現在は償却資産の課税共同化に
向けた準備を進めている。
・共同徴収、課税事務による事務の効率化による経費の削減、及び収納率の向上による税収入等の増加を図った。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 -

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

京都府及び京都市を除く府内市町村の税業務を共同して行うことにより、業務の効率化や納税者の利便性の向上を図るとともに、公平・公正な税務
行政を確立する。

対象者 福知山市の納税義務者 対象者数 115,109 単位あたりコスト 0.6

根拠法令等 京都地方税機構規約、地方自治法第284条　外

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成21年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 01 税務総務費

-

98・100

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810229 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 京都府税務共同化事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　税務共同化を実施するための必要経費を計上した。
　滞納繰越調定額の推移をみると、平成22年度の京都地方税機構の本格的業務開始以降、着実に減少している
（H21年度676,955千円→R元年度200,034千円に減少）。税機構の業務により、全体徴収率を引き続き向上すること
で、市税としての財源を確保していく。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

京都地方税機構は、平成21年8月設立以降、平成22年度から本格的に共同徴収業務を開始し、平成24年度からは法人関係税の課税事務を、平成
28年度からは軽自動車税の課税事務の一部を共同化した。令和元年度には償却資産申告書発送業務等の共同化に向けた準備を行った。
　府内の地方自治体が共同して徴収業務を行うことで、滞納者に対しての一斉催告や差押など、より厳格で公正な業務執行が可能となり、平成22年
度の共同徴収業務開始以降、1,022,332千円（滞納繰越分）を徴収し収入未済額についても、188,361千円に減少した。
　また、課税事務を統合的に行うことにより、納税者の利便性向上や業務の効率化が図られた。

これまでの課題及び
今後の方向性

　課税業務のうち、一元的に実施することが可能な業務を共同で行うことで、事務の効率化を図っていく。
　固定資産税のうち償却資産については、令和３年度課税からの共同化にむけ、令和元年度には償却資産の共同化システム開発及びデータ移行
準備を行い、令和２年度には申告書の共同発送を実施する。
　また、土地・家屋についても課税の共同化に向け、引続き検討を行う。
　将来的には全税目の共同化を目指しているが、費用対効果の観点から、税目毎の特性を十分検討して実施する必要がある。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

･業務を共同化することにより、事務処理を迅速かつ効率的に行うことができる。
　また、統一されたシステムを使用することで、税制改正などによるシステム改修も一元的に
行うことにより、経費削減を図る。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

･府内全市町村と京都府が共同による徴収課税を行うものであり、他に類似する事業はな
い。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

･府内全市町村と京都府が共同による徴収課税を行うことにより、効率的な税業務の確立を
図る。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 32 73 京都府税務共同化事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト 1.54

9,160

/ 100.0 / 100.0 100.0

33,000

単位あたりコスト 0.43 0.12 0.99

/ 33,000

主要な街路等、全路線本数 本 9,166/ 9,170 9,142/ 9,160 9,135 / 9,160

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ 9,160

0.43 3.56

R2 最終目標

固定資産税の納税義務者数 人 32,639/ 33,000 32,744/ 33,000 32,800 / 33,000

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/ 5608569

固定資産評価替え事業実施率 ％ 100.0/ 100.0 100.0/ 100.0 100.0

固定資産税決算額（現年度）千円 5636103 5546767 5587276

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

4,720 34,144 1,600

概
算

人
工

/ 0.00 0.20

決算付属資料

④　執行率 85.7% 99.1%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.1/0 0.20

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 800 1,600 1,600 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 3,920 32,544 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 0 0 0

0

0

0

②　配当予算 4,571 32,846 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 4,571 32,846 13,803 7,379

予
算
情
報

①　当初予算 4,571 32,846

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

7,379

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 4,571 32,846 13,803

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

13,803 7,379

②　補正予算 0 0 0

委託料 32,544固定資産評価業務、現況変化地図帳作成業務、固定資産（土地）鑑定評価業務

R2（本年度） R3（要求年度）

実施方法

委託先・実施主体等 大和不動産鑑定株式会社京都支社、株式会社ゼンリン、（社）京都府不動産鑑定士協会

事業概要
（箇条書き）

・令和3年度評価替えに向け、固定資産の土地評価を適正、効率的に行うための事業。高度な技術を持った専門業者に委託し、適正な時価を反映し
た路線価等の算定を実施した。
・令和元年度固定資産評価替え業務は、令和3年度評価替えに向けた2年目にあたり、標準宅地の選定・価格形成要因の分析業務、並びに標準宅
地の鑑定評価業務を行う事業である。
・現況変化住宅地図作成業務は株式会社ゼンリンが住宅地図を作成する際に、地目や家屋等の変化した部分を着色した冊子を作成する業務で、
現況確認の資料として必要なものである。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 固定資産税賦課事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

固定資産税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、また健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目
である。福知山市にある固定資産（土地・家屋・償却資産）を公平・公正かつ適正に評価して納税義務者に通知し納税していただくことにより財源を
確保するものである。固定資産地図システムにより課税客体（土地・家屋）の適正評価及び異動を行い、法に沿った適正な課税ができるよう業務を
推進し、より効率的に財源の確保を行う。

対象者 固定資産税の所有者、納税義務者 対象者数 32,800 単位あたりコスト 1.0

根拠法令等 地方税法、福知山市税条例、地方自治法ほか

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 01 税務総務費 100

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810232 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 固定資産評価替え事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　令和3年度は令和6年度評価替えに向けた3年間の初年度であり、土地利用状況の調査や状況類似地区の設定等を予定しており、令和
3年度に固定資産評価業務に係る業者選定に係るプロポーザルを実施する
　他市で実施しているプロポーザルにおいても参加事業者が１者であることが多く、他市においても適正な事業を実施できる業者である
か、申出の段階で一定絞込みをかけていることからも、これまで通り、適正に業務を遂行可能な事業者であるか、一定の制限を設けプロ
ポーザルへの参加を募集する。
　結果、参加事業者数が複数でなかったとしても、申出事業者が公平公正な土地評価を実施できる事業者であるかを審査できるプロポー
ザルの実施要綱等を作成し、選定を行う。

　現況変化地図帳作成業務については、令和3年度から㈱ゼンリンによる地図本体の作成が毎年ではなくなり、旧市域が隔年、旧三町域
が5年に1度となる。
　ゼンリン地図本体の作成年度でない年は、市単独の調査経費となり委託費用は増額になるが、課税の公平性を担保するためにも、引続
き令和3年度以降についても業務委託継続を予定している。
　また、事業棚卸で指摘を受けているゼンリン地図の空き家情報の共有については、必要に応じて関係課に紙ベースで情報を共有する。

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

　市の自主財源を確保するための事業であり、他に類似する事務は無い。
　固定資産税は市税の約46.3％を占める本市の基幹税目である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

固定資産税については、地方税法及び固定資産評価基準のとおり土地・家屋・償却資産の評価・課税が求められている中で、土地の地目変更、家
屋の新増築及び滅失等を的確に把握し、次年度の評価並びに令和3年度の評価替えに向けての評価業務を遅滞なく行った。

これまでの課題及び
今後の方向性

当事業は3年毎の固定資産評価替えに向けた、固定資産評価業務を委託している。
標準宅地の選定、市内全域で均衡の取れた路線価の設定、近隣市町村との価格調整など、適正に土地の固定資産評価額を算定するため、高度な
専門知識を有する業者に業務委託することは必要不可欠であり、今後も継続して業務委託し、効果的、合理的に業務を実施していく。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

　固定資産税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、
健全財政を維持するための、市の財政を支える基幹税目である。
　本市に存在する固定資産を適正に評価し、納税義務者に通知を行い、納税いただくことで
財源を確保する、必要不可欠な事業である。・民間事業者や市民が自ら実施することの

できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

　地図システム、家屋評価システム等を活用し、課税客体の把握、適正評価を継続して実施
する。
　償却資産については、府下で共同化が進められており、事務処理を効率的に行うことが可
能となっている。・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

　 34 74 固定資産評価替え事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

6

単位あたりコスト 840.40 1072.20 768.56

システム改修件数

0.09 0.05

件 5/7 5/6 4 / 6 6

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

67.3%   /　66.0%65.4% / 67.5% / 68.0 68.0

/

/ 62,000 62,000

単位あたりコスト 0.07

R2 最終目標

eLTAXによる電子申告件数件 58,718/58,000 61,240/60,000 59,590 / 61,500

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

0 / 0 0

eLTAX実施率 ％ 65.6%　/　65.0%

法改正に係る課税誤り 件 0　/　0 0   /　0 0 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

6,241 4,274 1,200

概
算

人
工

/ 0.00 0.15

決算付属資料

④　執行率 69.9% 83.1%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.11/0 0.15

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 880 1,200 1,200 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 5,361 3,074 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 △ 215 0 0

0

0

0

②　配当予算 7,665 3,699 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 7,880 3,699 5,554 9,997

予
算
情
報

①　当初予算 7,880 3,699

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

9,997

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 7,880 3,699 5,554

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

5,554 9,997

②　補正予算 0 0 0

委託料 1,492税制改正に対応するためのシステム改修経費

R2（本年度） R3（要求年度）

負担金 1,582eltax利用に係る地方税共同機構への負担金

実施方法

委託先・実施主体等 ㈱ケーケーシー情報システム、市町村基幹業務支援システム開発共同企業体

事業概要
（箇条書き）

・市民税、軽自動車税、収納・滞納管理システム等の法改正に伴う改修を行い、税制改正に沿った事務処理を行い、適正な課税を推進した。
eLTAXを利用し効率的に正確なデータ取込み適正な課税を推進した。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

税制改正に沿ったシステム改修を迅速かつ正確に行い、適正な課税を確立する。

対象者 福知山市納税義務者 対象者数 115,109 単位あたりコスト 0.0

根拠法令等 地方税法及び市税条例

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 01 税務総務費

-

100

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810273 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 法改正等に伴うシステム更新

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数

35



☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　現在把握している令和3年度に改正の必要な内容を反映し予算計上した。
　令和2年度より増額となっている要因は、税制改正に対応するための、収滞納管理システムに関するシステム改
修経費を計上したためである。(民法改正、延滞金計算等改正)

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

税制改正に対応するシステム改修を確実に行い、適正な課税を継続できた。eLTAXの推進により、データ化された課税資料を迅速にシステムに取り
込むことができた。

これまでの課題及び
今後の方向性

税制改正の内容を的確に把握し、確実にシステムに反映させることにより、課税誤りを発生させない事務処理を確立する。
税制改正の規模の把握が困難なため、予算規模を推測することに苦慮する。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

税制改正対応のシステム改修経費については、H26.10月以降京都府共同化システムを使
用することとなり単独経費より経費が削減された。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

市の自主財源を確保するための事業であり、他に類似する事務はない。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

全税目に共通する税制改正対応、eLTAX電子データの課税資料の活用等により適正な課
税を継続するたの必要な事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 36 75 法改正等に伴うシステム更新



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 ☑ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト 24.80

/ 1500 /

単位あたりコスト 0.10 0.07 0.10

/

臨時職員配置日数 日 160 /160 160/160 160 / 160

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/

19.06 26.82

R2 最終目標

市民税納税義務者数（法人・個人）件 40,814 /41,030 41,032/ 41,195 41105 / 42000

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

確定申告書申告件数 件 1,477/1,500 1,496/1,500 1268

市民税の決算額（現年度） 千円 4,884,560 4979303 5415245

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

総務費府委託金 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

9,024 10,266 0

概
算

人
工

/ 0.15

決算付属資料

④　執行率 96.2% 91.2%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.7/0.15 0.70

4,291 決算付属資料 30 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 徴税取扱費 種類

/ 0.00 / 0.00

②　概算人件費 5,975 5,975 0

決
算
情
報

3,168 3,043 0

③　執行額 3,049 4,291 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 3 1,664 0

0

0

0

②　配当予算 3,171 4,707 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 3,168 3,043 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 3,168 3,043

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 0 0 0

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

0 0

②　補正予算 0 0 0

賃金、旅費 3,046臨時職員賃金、旅費

R2（本年度） R3（要求年度）

152電話代

使用料及び賃借料 458フォームディタッチャー（裁断機）賃借料

負担金 60 地区税務協議会等の負担金

需用費 574トナーカートリッジ等の消耗品費

役務費

実施方法

委託先・実施主体等 （株）福知山大気堂

事業概要
（箇条書き）

・市民税の課税を行うために必要な臨時職員を雇用し、効率的に公平適正な課税を行った。また、課税に必要な事務経費を計上した。
・財源内訳として、府民税の徴収を本市で行っていることを受け徴収取扱費として府から市に支払われている府支出金を充てた。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 市・府民税賦課事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

市民税は、固定資産税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、また健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目
である。個人の所得に対して公平・公正かつ適正に課税して納税義務者に通知し納税していただくことにより財源を確保するものである。市町村基
幹業務支援システムにより適正賦課及び異動を行い、法に沿った課税ができるよう業務を推進し、より効率的に財源の確保を行う。

対象者 市民税の納税義務者 対象者数 41,105 単位あたりコスト 0.2

根拠法令等 地方税法、福知山市税条例、地方自治法ほか

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成１７年度終了予定年度 令和元年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 01 税務総務費 100

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810402 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 市・府民税一般管理事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☑ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　事務的経常経費の削減を行うことが困難な中で、市府民税の事務経費等について「一般管理事業」と「賦課事
業」に分けて予算計上を行っていたが、可能な限り税目ごとに事業を統合することにより、わかりやすい予算編成と
なり、効率的に事業執行することができることから令和２年度より、「市府民税賦課事業」に統合した。
　なお、臨時職員の雇用形態については、市府民税賦課事業に記載済み。

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

市の自主財源を確保するための事業であり、他に類似する事務はない。市民税は市税の
44.8％を確保する福知山市の基幹税目となっている。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

法令の的確な把握と、臨時職員の適切な配置により、公平かつ適正な課税を行うことができた。また、税務署との連携により、スムーズな申告受付
業務が遂行できた。

これまでの課題及び
今後の方向性

　 市・府民税の一般管理業務は、課税を行うために必要な臨時職員賃金、普通旅費、フォームディタッチャーの保守委託料の経費であり、必要不可
欠な業務である。より事業の効率化を図ることが必要であることから、臨時職員の雇用のあり方を、期間雇用から業務における専門性の向上を可能
とする継続雇用へと変更する等の取組みを進める。なお事業区分を簡潔にするために令和２年度より市・府民税賦課事業への統合を行った。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

市民税は、固定資産税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、ま
た健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目である。個人の所得に対して適正に
課税して納税義務者に通知し納税していただくことによって財源を確保する、必要不可欠な
事業である。・民間事業者や市民が自ら実施することの

できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

給与支払報告書等の法定資料から課税客体を把握し、適正課税を継続する。また、家屋敷
課税については、固定資産税のデータを参考に課税客体を把握し適正課税を推進する。そ
の他、臨時職員の雇用についてはより効率的な事務を行うために実施する。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

　 38 76 市・府民税一般管理事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 ☑ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト 14.42

/ 99.46 /

単位あたりコスト 0.23 0.22 0.26

/

臨時職員の配置日数 日 512/ 512 512/ 512 512 / 512

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/

13.98 16.69

R2 最終目標

固定資産税の納税義務者数 人 32,639/ 33,000 32,744/ 33,000 32,800 / 33,000

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

固定資産税収納率（現年度） ％ 99.42/ 98.20 99.46/99.42 99.49

固定資産税の決算額（現年度）千円 5636103 5546767 5587276

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

総務手数料 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

20,198 21,586 0

概
算

人
工

/ 0.00

決算付属資料

④　執行率 95.5% 91.3%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

1.63/0 1.63

5,796 決算付属資料 14 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 税務手数料 種類

/ 0.00 / 0.00

②　概算人件費 13,040 13,040 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 7,158 8,546 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 204 △ 64 0

0

0

0

②　配当予算 7,499 9,357 0 0

⑤　その他特財 5,383 5,798

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 7,295 9,421 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 7,295 9,421

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 1,912 3,623 0

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

0 0

②　補正予算 0 0 0

賃金 3,482臨時職員賃金

R2（本年度） R3（要求年度）

387消耗品費（ﾄﾅｰｶｰﾄﾘｯｼﾞ、書籍追録等）、燃料費

委託料 4,068家屋評価システム更新・保守料、地図システム保守料

使用料他 552リース車両使用料、保険料、コピー機使用料他

旅費 58 会議等出張旅費

需用費

実施方法

委託先・実施主体等 株式会社ケーケーシー情報システム、（社）京都府不動産鑑定士協会

事業概要
（箇条書き）

・固定資産税の課税を行うために必要な臨時職員を雇用し効率的に、公平適正な課税業務を行った。
・課税業務に必要な、固定資産税地図システム及び家屋評価システムの保守業務を行い、効率的に課税業務を行った。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 固定資産税賦課事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

固定資産税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、また健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目
である。福知山市にある固定資産（土地・家屋・償却資産）を公平・公正かつ適正に評価して納税義務者に通知し納税していただくことにより財源を
確保するものである。固定資産税地図システム等により課税客体（土地・家屋）の適正評価及び異動を行い、法に沿った適正な課税ができるよう業
務を推進すると共に、臨時職員を雇用し、より効率的・効果的に評価・課税を行う。

対象者 固定資産税の所有者、納税義務者 対象者数 32,800 単位あたりコスト 0.7

根拠法令等 地方税法、福知山市税条例、地方自治法ほか

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和元年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 01 税務総務費 100

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810406 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 固定資産税一般管理事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数

39



☐ 事業の見直し

☑ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　事務的経常経費の削減を行うことが困難な中で、固定資産税の事務経費等について「一般管理事業」と「賦課事
業」に分けて予算計上を行っていたが、可能な限り税目ごとに事業を統合することにより、わかりやすい予算編成と
なり、効率的に事業執行することができることから令和２年度より、「固定資産税賦課事業」に統合した。
　なお、臨時職員の雇用形態については、固定資産税賦課事業に記載済み。

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

　市の自主財源を確保するための事業であり、他に類似する事務は無い。
　固定資産税は市税の約46.3％を占める本市の基幹税目である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

固定資産税については、地方税法及び固定資産評価基準のとおり土地・家屋、償却資産の課税が求められる。土地・家屋の現況調査と評価、償却
資産の適正課税を継続していく事業である。土地・家屋の異動通知の台帳補記事業、評価入力業務、償却資産入力業務、地番図異動入力業務及
び宅地の下落修正に係る時点修正業務を遅滞なく行うことができた。

これまでの課題及び
今後の方向性

固定資産税の一般管理業務は、課税を行うために必要な臨時職員賃金、普通旅費、固定資産税地図システム及び家屋評価システムの保守委託
料、複写機使用料、公用車賃借料等の経費であり、必要不可欠な業務である。引き続き事務の効率化を図り円滑に推進することが必要である。
また事業区分を簡潔にわかりやすくするため、令和２年度から固定資産税賦課事業への統合を行った。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

　固定資産税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、
健全財政を維持するための、市の財政を支える基幹税目である。
　本市に存在する固定資産を適正に評価し、納税義務者に通知を行い、納税いただくことで
財源を確保する、必要不可欠な事業である。・民間事業者や市民が自ら実施することの

できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

　地図システム、家屋評価システム等を活用し、課税客体の把握、適正評価を継続して実施
する。
　償却資産については、府下で共同化が進められており、事務処理を効率的に行うことが可
能となっている。・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

　 40 77 固定資産税一般管理事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 ☑ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト 6.60

/ 98.00 /

単位あたりコスト 0.01 0.01 0.00

/

臨時職員配置日数 日 48/48 48/48 48 / 48

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/

7.42 4.14

R2 最終目標

賦課台数 台 41,508/41,449 41,718/41,000 41204 / 41524

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/

軽自動車税（種別割）の収納率（現年度）％ 97.64/98.00 97.80/98.00 97.99

軽自動車税（種別割）の決算額（現年度）千円 242,629 255918 259772

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

2,481 2,324 0

概
算

人
工

/ 0.05

決算付属資料

④　執行率 89.5% 75.1%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.25/0.05 0.25

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 / 0.00

②　概算人件費 2,125 2,125 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 356 199 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 0 △ 137 0

0

0

0

②　配当予算 397 265 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 397 402 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 397 402

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 397 402 0

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

0 0

②　補正予算 0 0 0

賃金 199臨時職員賃金

R2（本年度） R3（要求年度）

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

・軽自動車税の課税事務等を行うために必要な臨時職員を雇用し、効率的で公平適正な課税業務を行った。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 軽自動車税賦課事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

軽自動車税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、また健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目
である。課税客体を公平・公正かつ適正に把握、課税し、納税いただくことによって財源を確保するものである。京都地方税機構から送付される課税
データや、窓口申告により把握する課税客体の適正賦課及び異動を行い、法・規則に沿った適正な課税ができるよう業務を推進し、より効率的に財
源の確保を行う。

対象者 課税登録台数 対象者数 41,204 単位あたりコスト 0.06

根拠法令等 地方税法、福知山市税条例、地方自治法ほか

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成１７年度終了予定年度 令和元年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 01 税務総務費 100

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810407 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 軽自動車税一般管理事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☑ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　事務的経常経費の削減を行うことが困難な中で、軽自動車税の事務経費等について「一般管理事業」と「賦課事
業」に分けて予算計上を行っていたが、可能な限り税目ごとに事業を統合することにより、わかりやすい予算編成と
なり、効率的に事業執行することができることから令和２年度より、「軽自動車税賦課事業」に統合した。
　なお、臨時職員の雇用形態については、軽自動車税賦課事業に記載済み。

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

　
市の自主財源を確保するための事業であり、他に類似する事務はない。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

未登録車両に対する課税を推進するなど、法令の的確な把握と、臨時職員の適切な配置により、公平かつ適正な課税を行うことができた。また登録
データを迅速に取り込み、納税証明書等の迅速な発行ができた。

これまでの課題及び
今後の方向性

軽自動車税申告書等のデータ化、受付、審査業務の共同化を開始する中で、構成団体の担う役割を的確に把握し、適正かつ公平な課税を推進して
いく。
また、引き続き税制改正の内容を、広報媒体等を活用し、納税義務者に周知していく。その他、より事業の効率化を図ることを目的に、臨時職員の
雇用のあり方を、他事業における臨時職員の配置換えも視野に入れながら、期間雇用から業務における専門性の向上を可能とする継続雇用へと変
更する。
なお本事業については、事業区分を簡潔にするために令和２年度より軽自動車税賦課事業への統合を行った。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

軽自動車税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、ま
た健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目である。軽自動車等の課税客体に
対して適正に課税して納税義務者に通知し納税していただくことによって財源を確保する、
必要不可欠な事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

京都地方税機構の入力データから課税客体を把握し、適正課税を継続する。また農耕車等
の未登録物件を把握し公平、適正な課税を推進するため、周知広報に努める。　臨時職員
の雇用についてはより効率的な事務を行うために実施する。・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

　 42 78 軽自動車税一般管理事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

3,000

単位あたりコスト 0.14 0.19 0.24

課税・所得証明

0.78 0.87

千円 3,881/3,870 3,404/3,881 2,964 / 3,404 3,000

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

- / /

/

/ 860 860

単位あたりコスト 0.69

R2 最終目標

評価証明 千円 798/700 851/798 813 / 851

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

5,698 / 5,111 5,111

- 千円 -

証明発行手数料 千円  6,225/5,593 5,698/6,225 5,417 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

20,660 17,104 16,400

概
算

人
工

/ 0.00 2.05

決算付属資料

④　執行率 90.3% 98.8%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

2.5/0 2.05

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 20,000 16,400 16,400 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 660 704 0

395

予
算
財
源
内
訳

447

①　流充用額 0 △ 12 0

0

0

0

②　配当予算 731 713 0 0

⑤　その他特財 731 332

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 731 725 798 1,407

予
算
情
報

①　当初予算 731 725

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

960

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 0 393 403

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

798 1,407

②　補正予算 0 0 0

需用費 370証明書用紙印刷、トナーカートリッジ等の消耗品費

R2（本年度） R3（要求年度）

5 レジスターの保守、点検

使用料及び賃借料 258コピー機の使用料

役務費 71 切手、郵送料

委託料

実施方法

委託先・実施主体等 ㈱報国堂

事業概要
（箇条書き）

・地方税法に基づく税務証明書類等の発行及び閲覧・写しの交付を行った。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 -

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

地方税法に基づく税務証明書類等の発行及び閲覧・写しの交付を行う事業である。

証明書等を交付することにより納税義務者等の福祉及び利便性の向上に寄与する。

対象者 福知山市の納税義務者 対象者数 115,109 単位あたりコスト 0.1

根拠法令等 地方税法第20条の10　

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 01 税務総務費

-

100

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810410 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 証明一般管理事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　証明発行を行い、市民の利便性の向上に資するための経費を計上した。
　現在、目視で各税目、各年度の延滞金、督促手数料等の滞納状況を確認し発行している納税証明書について、
市民の方をお待たせせずスムーズに証明発行を可能とするためのシステム改修を行うため、前年度よりも増額で
計上した。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

各種証明書発行のサービスを提供することにより、市民の福利及び利便性の向上に寄与している。

これまでの課題及び
今後の方向性

現状維持（現在の事業規模により継続実施）が妥当であると考える。
証明書の発行については、個人情報保護を遵守し、適切な事務を引き続き行う。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

・マイナンバー制度の普及により番号連携サーバーを活用した証明書の取得が可能となり、
より効率的に証明書を取得できる。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・納税義務者等の福祉及び利便性の向上に寄与している。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・所得や納税の証明は各種補助事業、福祉施策の基準となっており、市民サービスに必要
不可欠な業務である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 44 79 証明一般管理事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

0

単位あたりコスト - - -

裁判所応訴回数

53.00 107.68

回  0 /　0 0　/　0 0 / 0 0

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

0　/　0 0 / 0 / 0 0

/

/ 2 2

単位あたりコスト 134.00

R2 最終目標

審査委員会開催回数 回 1 /　4 6　/　5 1 / 4

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

4 / 2 2

裁判提訴件数 件 0/0

審査申出件数 件 0 /　4 14　/　4 0 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

3,438 1,948 1,840

概
算

人
工

/ 0.00 0.23

決算付属資料

④　執行率 78.7% 30.7%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.39/0 0.23

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 3,120 1,840 1,840 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 318 108 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 8 0 0

0

0

0

②　配当予算 404 351 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 396 351 353 377

予
算
情
報

①　当初予算 396 351

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

377

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 396 351 353

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

353 377

②　補正予算 0 0 0

報酬 64 委員会開催、研修会出席に伴う報酬

R2（本年度） R3（要求年度）

14 研修におけるテキスト代

旅費 30 研修に係る旅費

需用費

実施方法

委託先・実施主体等

事業概要
（箇条書き）

・固定資産税の算定に係る価格について納税者から不服があるとき、固定資産評価審査委員会を開催し価格の妥当性について公平な審査を行うた
め、研修会に参加した。(令和元年度は申し出は0件であった。)

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 -

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

固定資産評価審査委員会運営に係る経費の管理。固定資産評価審査申出に対応し、第三者の専門的、公平な視点から判断することにより、固定
資産の評価額に対する市民の納得、信頼を得る。

対象者 固定資産の所有者、納税義務者 対象者数 32,800 単位あたりコスト 0.1

根拠法令等 地方自治法第180条の5、地方税法第423条、福知山市税条例第39条、福知山市固定資産評価審査委員会条例、福知山市固定資産評価審査委員会規定

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 01 税務総務費

-

100

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810422 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 固定資産評価審査委員会事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　地方自治法に定められた法定の委員会による審査会の開催及び、調査研究のための経費を予算計上した。
令和3年度においては、評価替え年度に該当し、審査件数が増加することが予想されるため、委員会開催に関する
委員報酬を増額で計上した。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

令和元年度は評価替え年度ではなく、審査申し出はなかった。
固定資産評価審査委員については、研修を受講し、審査能力の向上を図った。

これまでの課題及び
今後の方向性

法令により設置が義務付けられた組織であり、今後とも継続すべき事業である。
審査能力の向上のため、研修を充実させる。
引き続き、効率的、効果的な審査委員会を開催する。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

・法令に基づく評価庁から独立した組織であるが、審査の効率性を高め、最小回数での審議
に努めている。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・法令に基づく評価庁から独立した組織であり、他に類似する事業はない。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・法令に基づく評価庁から独立した組織であり、必須事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 46 80 固定資産評価審査委員会事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

□ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 ☑ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト 27.71

7

/ 100 / 100 100

11

単位あたりコスト 17.64 17.60 17.61

/ 11

たばこ組合活動項目数 件 7/7 7/7 7 / 7

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ 7

27.71 27.67

R2 最終目標

中学生税の作文提出状況 校 11/11 11/11 11 / 11

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/ 540022

中学校税の作文提出率 ％ 70.9/80.0 90.8/90.0 85.3

たばこ税決算額 千円 559,768 551926 554,608

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

754 1,394 1,200

概
算

人
工

/ 0.00 0.15

決算付属資料

④　執行率 99.8% 99.8%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.07/0 0.15

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 560 1,200 1,200 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 194 194 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 0 0 0

0

0

0

②　配当予算 194 194 0 0

⑤　その他特財 0 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 194 194 193 193

予
算
情
報

①　当初予算 194 194

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

193

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 194 194 193

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

193 193

②　補正予算 0 0 0

補助金 146たばこ税についての情報提供、喫煙マナー向上、環境美化活動の実施等

R2（本年度） R3（要求年度）

補助金 48 税の知識の普及と広報活動等(中学生の税の作文募集事業等)

実施方法

委託先・実施主体等 補助金交付先：福知山たばこ商業協同組合、福知山納税貯蓄組合連合会

事業概要
（箇条書き）

・福知山たばこ商業協同組合及び福知山納税貯蓄組合連合会に補助金を交付した。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 -

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

・福知山たばこ商業協同組合　たばこ税は、市税収入の非常に重要な財源である。本組合はたばこ税についての情報提供並びに喫煙マナー向上及
び健康問題の啓蒙活動事業を行っている。
・福知山納税貯蓄組合連合会　本組合は広報誌「税のたより」、中学生の「税の作文」募集事業を通じ、税知識の普及と納税道義の高揚に努め、正
しい申告と期限内納付、振替納税の利用拡大についてＰＲしている

対象者 市内の成人・中学生 対象者数 64,088 単位あたりコスト 0.0

根拠法令等 福知山市補助金交付規則、福知山たばこ商業組合補助金支給要綱、福知山納税貯蓄組合連合会補助金交付要綱

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 01 税務総務費

-

100・102

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810425 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 税務関係団体補助事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　たばこ組合については、たばこ税に係る啓蒙普及活動、納税貯蓄組合連合会については、若年層の納税道義の
高揚に係る活動を実施しており、本市が実施すべき納税啓発活動の補完的役割を担っている。
　両組合の活動とも公益性や公共性が高いので、これまでどおり補助対象事業の１/２以内の補助金を交付するこ
とによって、組合主体の取組みをさらに強化する。
　納税貯蓄組合連合会が主体となる税の作文コンクールについては、中学３年生の提出率１００％を目標に取り組
む。

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・令和元年度は、税の作文において、福知山市の11中学校から652編の応募があった。中学
生に対する税の啓蒙活動としては大きな効果があると考える。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

本事業は、たばこ税に関する啓蒙、税の作文コンクール開催による若年層からの納税意識の涵養のため必要な業務である。
　たばこ税が市税による歳入の4.6%を占める貴重な財源である一方、未成年者の喫煙による健康被害などが社会問題となっており、たばこ商業協同
組合が実施する啓発活動は大変重要な意味を持つと考える。
　中学生の作文については、提出率の向上について、連合会より働きかけを行っており、福知山市の中学３年生の85.3％の生徒が参加し税の啓蒙
活動として大きな成果があった。

これまでの課題及び
今後の方向性

たばこ組合については、たばこ税に係る啓蒙普及活動を行い、公益・公共性を鑑みた活動を行っている。また、納税貯蓄連合会については、納税動
議の高揚に係る活動を実施しており、本市が実施すべき納税啓蒙活動の補完的役割を担っている。
今後においても、たばこ税を健全な財源として確保するための啓発活動や、若年層の納税意識の向上を図る租税教育の一環として、税の作文募集
の積極的な取組を推進する必要がある。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・たばこ税に関する啓蒙、税の作文コンクール開催による若年層からの納税意識の涵養の
ため必要な業務である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

・たばこ税に関する啓蒙、税の作文コンクール開催による若年層からの納税意識の涵養の
ため必要な業務である。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由
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款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト 0.82

1,500

/ 99.35 / 99.42 99.42

19,000

単位あたりコスト 0.12 0.08 0.08

/ 19,000

督促手数料 千円 1,935/1,700 1,815/1,700 1859 / 1,500

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ 1,500

0.89 0.85

R2 最終目標

督促状発行件数 件 21,300/22,256 19,929/19,300 19,807 / 19,500

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/ 12105000

市税収納率（現年） % 99.35/99.23 99.34/99.35 99.42

市税収納額（現年度） 千円 11,618,055 11618715 12,105,646

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

総務手数料 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

2,250 2,789 1,200

概
算

人
工

/ 0.00 0.15

決算付属資料

④　執行率 99.4% 98.7%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.08/0 0.15

1,589 決算付属資料 14 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 徴税手数料 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 640 1,200 1,200 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 1,610 1,589 0

1,500

予
算
財
源
内
訳

1,500

①　流充用額 0 35 0

0

0

0

②　配当予算 1,619 1,610 0 0

⑤　その他特財 1,592 1,500

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 1,619 1,575 1,575 1,575

予
算
情
報

①　当初予算 1,619 1,575

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

75

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 27 75 75

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

1,575 1,575

②　補正予算 0 0 0

需用費 162督促状印刷製本費

R2（本年度） R3（要求年度）

44 メールシーラー点検業務

役務費 1,383督促状発送経費(郵送料)

委託料

実施方法

委託先・実施主体等 (有)京都事務機販売

事業概要
（箇条書き）

・督促状の発行を行った。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 -

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

市税督促状の発付を行う事業。督促状を発付することで、滞納処分が開始されることになる。滞納管理を適正に行うことにより、税の公平性を担保
し、市民の課税に対する信頼を得て、税収を確保する。

対象者 福知山市納税義務者 対象者数 115,109 単位あたりコスト 0.0

根拠法令等 地方税法第329条・331条、福知山市税条例第2条(2)・第17条

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 02 賦課徴収費

-

102

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810501 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 督促事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　公平・公正な課税の実現に資する経費として引き続き地方税法に基づく督促状を発付することにより、滞納処分
を実施することが可能となるための経費を計上する。
　督促状の発付状況等を確認し、2年度と同額の予算計上を行った。

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

・収納率の向上に寄与している。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

対象者に対し、督促状の発行が確実にできた。
未納の納税者に対するお知らせとしての性質を持ち、納税勧奨を促す。

これまでの課題及び
今後の方向性

現在の事業規模により継続実施が妥当であると考える。
地方税法に定められた、滞納処分を開始する上で、必要な事務である。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

・督促状を発送することにより、滞納処分を開始することができる。税の公平性を担保するた
めに必要な事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

・100円の手数料については、納期内納付の納税者との均衡上、応分の負担である。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由
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款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 ☑ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト 0.57

25,000

/ 99.28 / 99.35 99.35

39,000

単位あたりコスト 0.39 0.40 0.44

/ 39,000

給報入力件数 件 26,738/32,300 26,877/27,000 26,314 / 25,000

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ 25,000

0.61 0.65

R2 最終目標

納税義務者数（納税通知書発送件数） 人 38,718/38,800 38,882/39,000 38,936 / 39,000

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/ 5016256

市民税の収納率（現年度） ％ 99.26 /99.00 99.21/99.26 99.35

市民税の決算額（現年度） 千円 4,884,560 4979303 5415245

頁

特財名称 たばこ税手持品課税発送費用分担金 種類 雑入 実績金額 4 決算付属資料 48 頁

総務費府委託金 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

69,683 71,718 54,540

概
算

人
工

/ 0.28 6.73

決算付属資料 44

④　執行率 94.5% 89.4%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

6.64/0.4 6.73

4,069 決算付属資料 30 頁

特財名称 窓あき封筒広告収入 種類 雑入 実績金額 12
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 徴税取扱費 種類

/ 0.28 0.00 / 0.00

②　概算人件費 54,120 54,540 54,540 0

決
算
情
報

16,500 19,197 15,690

③　執行額 15,563 17,178 0

50

予
算
財
源
内
訳

50

①　流充用額 △ 29 △ 35 0

0

0

0

②　配当予算 16,471 19,222 0 0

⑤　その他特財 0 60

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 16,500 19,257 15,740 17,285

予
算
情
報

①　当初予算 16,500 19,257

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

1,409

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 0 0 0

15,826

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

15,740 17,285

②　補正予算 0 0 0

旅費、需用費 1,265旅費、申告書印刷製本費ほか

R2（本年度） R3（要求年度）

8,416給報等パンチ委託料、申告支援システムデータ移行委託料

使用料 2,744課税資料整理システム賃貸借料

備品購入費、負担金 1,208申告支援システム管理端末、スキャナ等備品購入、税務署関連負担金

役務費 3,545納税通知書等の郵送費

委託料

実施方法

委託先・実施主体等 （株）ケーケーシー情報システム、寿フォーム印刷株式会社、シティーコンピューター株式会社

事業概要
（箇条書き）

・事業所からの給与支払報告書及び個人の確定申告書、市・府民税申告書により課税客体を把握し、適正課税を行い納税通知書を発送した。
・家屋敷課税については、固定資産税の家屋データを参考にしながら、課税客体を把握し適正課税を推進した。
・申告支援システムの導入、特別徴収推進等、課税共同化を進めていく中で、一層の経費削減・効率化を図り課税事務を推進した。
・財源内訳として、府民税の徴収を本市で行っていることを受け徴収取扱費として府から市に支払われている府支出金を充てた。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 市・府民税一般管理事業（令和2年度から本事業に統合）

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

市民税は、固定資産税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、また健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目
である。個人の所得に対して公平・公正かつ適正に課税して納税義務者に通知し納税していただくことにより財源を確保するものである。市町村基
幹業務支援システムにより適正賦課及び異動を行い、法に沿った課税ができるよう業務を推進し、より効率的に財源の確保を行う。

対象者 市民税の納税義務者 対象者数 41,105 単位あたりコスト 1.7

根拠法令等 地方税法、福知山市税条例、地方自治法ほか

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 02 賦課徴収費 102

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810502 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 市・府民税賦課事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

□ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 ☑ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　課税に必要な事務経費等を予算計上した。
　令和２年度から、事務事業のより一層の効率化を図るため、「市府民税一般管理事業」を統合した。また課全体
の業務遂行の中で、最も効果・効率的に業務ができるよう臨時職員の雇用体系を見直した。
　前年度予算より減額となっている要因は前年度は「課税資料整理システム」の更新費用を要したためである。ま
た今年度は総務省からの通知に基づき、個人情報の保護を目的に特別徴収税額通知書（納税義務者用）の変更
にかかる経費についても計上した。
　今後も、税機構と連携を図り収納率の向上に努め、また広告収入等税外収入についても取組みを継続していく。

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

　
給与支払報告書等の法定資料から課税客体を把握し、適正課税を継続する。また、家屋敷
課税については、固定資産税のデータを参考に課税客体を把握し適正課税を推進する。・活動実績は見込みに沿い、かつ

投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

市・府民税については、あらゆる資料から個人の所得を的確に把握し、膨大な点検項目をクリアしながら、公平かつ適正な課税を行うことが必要であ
る。
基幹業務支援システム、申告支援システムを利用し、効率的に賦課を行った。また法に基づき、公平公正に課税業務を行い、税収の確保ができた。

これまでの課題及び
今後の方向性

申告支援システムの導入、画像データ読取機の導入、給与支払報告書のパンチ業務等、段階を追って進められる課税の共同化について、京都地
方税機構と連携を図り、推進していく必要がある。また、共同化業務を進める中で出てくる課題を構成団体内で共有し、課題の解決、今後の方向性
を的確に見出し課税の共同化が本市のメリットとなるよう効果的に実施することが必要である。また事業区分を簡潔にするため令和2年度から本事
業と市・府民税一般管理事業を統合した。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

市民税は、固定資産税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、ま
た健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目である。個人の所得に対して適正に
課税して納税義務者に通知し納税していただくことによって財源を確保する、必要不可欠な
事業である。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

給与支払報告書等の法定資料から課税客体を把握し、適正課税を継続する。また、家屋敷
課税については、固定資産税のデータを参考に課税客体を把握し適正課税を推進する。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

　 52 83 市・府民税賦課事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 ☑ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト 0.17

33,000

/ 99.46 / 99.46 99.46

33,000

単位あたりコスト 0.17 0.17 0.18

/ 33,000

納税通知書の作成枚数 通 32,639/ 33,000 32,744/ 33,000 32,800 / 33,000

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ 33,000

0.17 0.18

R2 最終目標

固定資産税の納税義務者数 人 32,639/ 33,000 32,744/ 33,000 32,800 / 33,000

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/ 5608569

固定資産税収納率（現年度） ％ 99.42/ 98.20 99.46 / 99.42 99.49

固定資産税の決算額（現年度）千円 5636103 5546767 5587276

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

雑入 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

66,220 76,644 70,790

概
算

人
工

/ 1.02 8.53

決算付属資料

④　執行率 99.9% 98.8%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

7.53/0.1 8.53

12 決算付属資料 44 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 窓あき封筒広告収入 種類

/ 1.02 0.00 / 0.00

②　概算人件費 60,490 70,790 70,790 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 5,730 5,854 0

4,761

予
算
財
源
内
訳

4,778

①　流充用額 0 0 0

0

0

0

②　配当予算 5,734 5,927 0 0

⑤　その他特財 0 45

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 5,734 5,927 13,820 11,338

予
算
情
報

①　当初予算 5,734 5,927

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

6,560

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 5,734 5,882 9,059

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

13,820 11,338

②　補正予算 0 0 0

旅費 29 研修旅費

R2（本年度） R3（要求年度）

2,860電話料・通信運搬費

委託費 2,167納税通知書作成業務

負担金補助及び交付金 2 研修受講料

需用費 796消耗品費リサイクルカートリッジ、PPC用紙ほか

役務費

実施方法

委託先・実施主体等 寿フォーム印刷株式会社

事業概要
（箇条書き）

・固定資産税の適正な評価課税を行い、納税通知書を発送した。
・固定資産税の適正な評価課税を行うために必要な、研修を受講した。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 固定資産税一般管理事業（令和2年度から本事業に統合）

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

固定資産税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、また健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目
である。福知山市にある固定資産（土地・家屋・償却資産）を公平・公正かつ適正に評価して納税義務者に通知し納税していただくことにより財源を
確保するものである。固定資産税地図システムにより課税客体（土地・家屋）の適正評価及び異動を行い、法に則り適正に評価課税業務を推進し、
より効率的に財源の確保を行う。

対象者 固定資産税の所有者、納税義務者 対象者数 32,800 単位あたりコスト 2.3

根拠法令等 地方税法、福知山市税条例、地方自治法ほか

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 02 賦課徴収費 102

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810503 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 固定資産税賦課事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

□ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 ☑ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　本事業は適正課税に必要不可欠な、職員の研修旅費や参考図書購入のための需用費、家屋評価システムの保
守料、複写機使用料、及び納税通知書の印刷・発送を行うための事務経費等である。
　棚卸しで指摘を受けたとおり、事務・事業の効率化を図るため、固定資産税一般管理事業との統合を令和２年度
から実施している。

　なお、令和２年度においては、令和３年度評価替えに対応した新しいバージョンの固定資産税地図システムへの
データ移行経費により増額となっていたが、令和３年度は不要となることから、昨年度との予算比較では減額となっ
ている。
　広告収入等税外収入についても取組みを継続していく。

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

　市の自主財源を確保するための事業であり、他に類似する事務は無い。
　固定資産税は市税の約46.3％を占める本市の基幹税目である。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

　固定資産税については、地方税法及び固定資産評価基準のとおり土地・家屋、償却資産の評価をすることが必要である。納税通知書を正確に作
成し５月初旬に送付している。地方税法及び固定資産評価基準に基づき公平公正に評価・課税を行い、予定どおり通知書を発送した

これまでの課題及び
今後の方向性

　固定資産税賦課事業は、固定資産税地図システム、家屋評価システム及び基幹業務支援システムを用いて、土地・家屋・償却資産を評価、課税し
ている。
　算定した賦課額を記載した納税通知書の作成については、用紙の印刷から封入封緘業務をアウトソーシングしているが、より一層効率的・効果的
に、財源を確保することが求められていることからも、業務の効率化並びに納税通知書等の送付用封筒に広告を掲載し広告収入として税外収入の
確保についての取組みを積極的に行う。
　また事業区分を簡潔にするため、令和２年度からは本事業と固定資産税一般管理事業を統合した。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

　固定資産税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、
健全財政を維持するための、市の財政を支える基幹税目である。
　本市に存在する固定資産を適正に評価し、納税義務者に通知を行い、納税いただくことで
財源を確保する、必要不可欠な事業である。・民間事業者や市民が自ら実施することの

できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

　地図システム、家屋評価システム等を活用し、課税客体の把握、適正評価を継続して実施
する。
　償却資産については、府下で共同化が進められており、事務処理を効率的に行うことが可
能となっている。・他の手段や方法とのコスト比較は

十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

　 54 84 固定資産税賦課事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 ☑ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト 0.16

32,000

/ 98.00 / 98.00 98.00

41,530

単位あたりコスト 0.12 0.12 0.11

/ 41,530

納税通知書発送（封入封緘）件数 件 31,051/32,000 31,793/32,000 31,610 / 32,000

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ 32,000

0.15 0.15

R2 最終目標

賦課台数 台 41,508/41,449 41,718/41,000 41,204 / 41,524

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

/ 257,981

軽自動車税（種別割）の収納率（現年度）％ 97.64 /98.00 97.80/98.00 97.99

軽自動車税（種別割）の決算額（現年度）千円 242,629 255918 259772

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

6,493 8,361 3,775

概
算

人
工

/ 0.55 0.30

決算付属資料

④　執行率 99.1% 94.9%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.2/0 0.30

決算付属資料 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 種類

/ 0.55 0.00 / 0.00

②　概算人件費 1,600 3,775 3,775 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 4,893 4,586 0

9

予
算
財
源
内
訳

9

①　流充用額 29 △ 21 0

0

0

0

②　配当予算 4,938 4,833 0 0

⑤　その他特財 9 9

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 4,909 4,854 6,225 6,178

予
算
情
報

①　当初予算 4,909 4,854

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

6,169

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 4,900 4,845 6,216

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

6,225 6,178

②　補正予算 0 0 0

需用費 398納税通知書用紙、納税証明書用紙、標識番号

R2（本年度） R3（要求年度）

1,809コンビニ対応納税通知書兼納付書データ印字業務、発送業務

役務費 2,379納税通知書等の郵送料

委託料

実施方法

委託先・実施主体等 （株）ケーケーシー情報システム、（株）イセトー

事業概要
（箇条書き）

・本市窓口において受付ける125CC以下の原付バイク等や、京都地方税機構によりデータ化された軽四自動車等の課税客体を把握し、適正課税を
推進した。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 軽自動車税一般管理事業（令和2年度から本事業に統合）

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

軽自動車税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、また健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目
である。課税客体を公平・公正かつ適正に把握、課税し納税いただくことによって財源を確保するものである。京都地方税機構から送付される課税
データや、窓口申告により把握する課税客体の適正賦課及び異動を行い、法に沿った適正な課税ができるよう業務を推進し、より効率的に財源の
確保を行う。

対象者 課税登録台数 対象者数 41,204 単位あたりコスト 0.2

根拠法令等 地方税法、福知山市税条例、地方自治法ほか

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 02 賦課徴収費 102

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810504 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 軽自動車税賦課事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　課税に必要な事務経費等を予算計上した。
　令和２年度から、事務事業のより一層の効率化をはかるため、「軽自動車税一般管理事業」を統合した。また課
全体の業務遂行の中で、最も効果・効率的に業務ができるよう臨時職員の雇用体系を見直した。
　今後も、効率的な事務執行に努めるとともに、未申告車両については登録の勧奨を進める。

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に把
握・測定されているか

○

　
市の自主財源を確保するための事業であり、他に類似する事務はない。

・活動実績は見込みに沿い、かつ投入資源
に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は十
分行われたか

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

京都地方税機構により入力されたデータを本市基幹税システムに取り込み、適正な課税を行った。また、平成29年度より新たに共同化された、軽自
動車税申告書等の受付業務と、本市窓口で継続して行う125CC以下の受付業務の内容をもとに、適正課税を継続していく必要がある。未登録車両
に対する課税を推進したことや、税率改正等の制度改正に基づく、公平、公正な課税を行った。

これまでの課題及び
今後の方向性

　
軽自動車税申告書等のデータ化、受付業務の共同化を開始する中で、構成団体の担う役割を的確に把握し適正かつ公平な課税を推進していく。ま
た、アウトソーシングを効率的に活用し確実に課税業務を遂行する。今後においても、税制改正の内容を、広報媒体等を活用し周知徹底できるよう
進めていく必要がある。また事業区分を簡潔にするため令和2年度より本事業と軽自動車税一般管理事業の統合を行った。

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に捉えた事業
か

○

軽自動車税は、市民税とともに福祉・救急・ゴミ収集等の基礎的な行政サービスを提供し、ま
た健全財政を維持するため市の財政を支える基幹税目である。軽自動車等の課税客体に
対して適正に課税して納税義務者に通知し納税していただくことによって財源を確保する、
必要不可欠な事業である

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、優先
度の高い事業か

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたりコストは
妥当な水準か

○

京都地方税機構の入力データから課税客体を把握し、適正課税を継続する。また農耕車等
の未登録物件を把握し公平、適正な課税を推進するため、周知広報に努める。

・他の手段や方法とのコスト比較は十分行
われているか

・コスト削減や効率化に向けた工夫が施さ
れているか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

　 56 85 軽自動車税賦課事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

☑ 継続中 □ 廃止/休止 □ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 □ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

300

単位あたりコスト 10.35 13.82 14.20

ペイジー口座振替受付（新規）

0.06 0.07

件 353/314 264/300 280 / 300 300

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

26.38/22.16 26.81 / 22.26 / 22.61 22.61

/

/ 60,000 60,000

単位あたりコスト 0.07

R2 最終目標

コンビニ収納件数 件 54,132/51,671 56,495/54,500 59,813 / 57,000

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

99.35 / 99.42 99.42

市税収納率（滞納繰越） % 24.56/26.05

市税収納率（現年度） % 99.35 /99.31 99.34/99.35 99.42 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

総務手数料 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

13,648 12,377 8,400

概
算

人
工

/ 0.00 1.05

決算付属資料

④　執行率 90.4% 99.2%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

1.25/0 1.05

270 決算付属資料 14 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 徴税手数料 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 10,000 8,400 8,400 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 3,648 3,977 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 0 22 0

0

0

0

②　配当予算 4,037 4,008 0 0

⑤　その他特財 108 0

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 4,037 3,986 4,211 4,059

予
算
情
報

①　当初予算 4,037 3,986

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

4,059

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 3,929 3,986 4,211

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

4,211 4,059

②　補正予算 0 0 0

旅費 7 徴収事務研修会旅費

R2（本年度） R3（要求年度）

3,262コンビニ収納手数料、口座振替事務手数料

需用費 708消耗品、納付書等の印刷製本費

役務費

実施方法

委託先・実施主体等 -

事業概要
（箇条書き）

・税の口座振替、コンビニ納付、郵便振替等など、利便性の高い収納方法を促進した。
・ペイジー登録端末を導入し、窓口、家屋調査の現場などで、迅速に口座登録の受付を行った。
・納税者への個別通知、広報ふくちやま、くらしのガイド、福知山市ホームページ、税のあらましを活用した口座振替促進の広報を実施した。
・新たに、スマートフォンで納付できるヤフー公式アプリ、LINEPayの公金収納を開始しさらに納税しやすい環境を整えた。

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業 -

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

口座振替、コンビニ収納、郵便振替等収納業務のための経費である。

納めやすい環境を構築することで、市民サービスの向上、税収の確保を図る。債権の適正な管理を行うことにより納税者の信頼を確保し、収納率を
向上させる。

対象者 市税納税義務者 対象者数 115,109 単位あたりコスト 0.1

根拠法令等 -

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成17年度終了予定年度 令和2年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料02 徴税費 02 賦課徴収費

未来創造福知山

102

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810506 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 収納事業

事業担当 所属 財務部　税務課　 所属長 垣谷　敏数
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☐ 事業の見直し

☐ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☑ 事業の見直しなし

☑ 現状維持 □ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

　口座振替、コンビニ収納経費等、税金の収納にかかる手数料等の経費を計上した。

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

コンビニでの納付が増加しており、納付方法の利便性が高まったと分析できる。口座振替推進のため、新築家屋の評価時にペイジー用外部端末を
活用した即時登録を行なった。また広報ふくちやまやホームページ、文書による口座振替の促進を行なった。

これまでの課題及び
今後の方向性

現状維持が妥当であると考える。
　口座振替の増進のため、引き続き、納税通知書の発送時など、口座振替利用のお知らせをする措置が必要である。
　納期内納付向上のため、ペイジー登録の推進、スマートフォンで納付ができるヤフー公式アプリ、LINEPayでの公金収納等、納税しやすい環境の
周知を行う。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

･コンビニ収納の事務手数料は56円（税抜）/1件と口座振替手数料の10円（税抜)/1件と比較
して高額であることから、口座振替を効果的に推進している。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

･平成24年度から納期内納付の推進及び納税者の利便性向上のため、ペイジー口座振替
受付サービスを開始した。また、令和元年７月からスマートフォンで納付できるヤフー公式ア
プリ、LINEPayの公金収納を開始しさらに納税しやすい環境を整えた。
(※ペイジー口座振替受付サービスとは、金融機関のキャッシュカードによる口座登録。)・活動実績は見込みに沿い、かつ

投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

･「未来創造福知山」第2編第7章施策2に記載されている、「市税などの収納率の向上や受益
者負担の原則による自主財源の確保に努める」を達成するために必要不可欠な事業であ
る。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 58 86 収納事業



款 項 目 頁

□ 法定受託事務 □ 国府補助事業 ☑ 市単独事業 □ 内部庶務的事業 □ その他 （ ）

□ 継続中 □ 廃止/休止 ☑ 他事業へ統合 □ 他事業を統合

☑ 直接実施 ☑ 業務委託 □ 指定管理 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

単位あたりコスト

4.04 1.68

/ / /

活動実績
（アウトプット）
実績／計画

指　　　標 単位 H29 H30 R1

/ / /

/

/

単位あたりコスト 4.80

R2 最終目標

月極契約台数（年間） 台 1902/1956 1934/1956 2002 / 2061

成果実績
（アウトカム）
実績／目標

指　　　標 単位 H29 H30 R1 R2 最終目標

19500 /

/

駐車場貸付料（年間） 千円 18521/19000 18978/19000 14305 /

頁

特財名称 種類 実績金額 決算付属資料 頁

財産貸付収入 実績金額

トータルコスト
（予算執行額+概算人件費）

9,823 4,563

概
算

人
工

/ 0.00 0.00

決算付属資料

④　執行率 99.3% 100.0%
①　従事職員数
　　　　   (正職員 / 嘱託職員)

0.25/0 0.15

14,305 決算付属資料 32 頁

特財名称 種類 実績金額
主な利用特財

（Ｎ－１年度実績値）

特財名称 市庁舎前駐車場貸付収入 種類

/ 0.00 0.00 / 0.00

②　概算人件費 2,000 1,200 0

決
算
情
報

0 0 0

③　執行額 7,823 3,363 0

0

予
算
財
源
内
訳

0

①　流充用額 △ 1,770 △ 5,255 0

0

0

0

②　配当予算 7,880 3,363 0 0

⑤　その他特財 9,650 8,618

④　地方債 0 0 0 0

0

小計（①～③） 9,650 8,618 0 0

予
算
情
報

①　当初予算 9,650 8,618

③　府支出金

0

③　繰越予算 0 0 0 0

前年度繰越 0 0

0

②　国支出金 0 0 0 0

①　一般財源 0 0 0

0

0 0

次年度繰越 0 0

˔ Ḧ
区　　　分 H３０（評価前年度） R1（評価年度）

0 0

②　補正予算 0 0 0

委託料 3,363来庁者駐車場設備保守点検業務3186千円、敷地除雪業務177千円

R2（本年度） R3（要求年度）

実施方法

委託先・実施主体等 有限会社京都事務機販売、三丹開発株式会社

事業概要
（箇条書き）

■月極料金一区画　　月額　屋内8,000円　屋外5,500円
■一時利用午前７時から午後10時30分まで
　基本料金(1時間まで) 100円
　1時間超え30分毎に50円を加算、ただし、上限は、1日500円
　(ただし、市等主催の会議等に出席された場合は、無料駐車券を配付する場合がある。)

主な支出に係る
業務内容と経費

支出に係る主な費目 支出実績（R1） 主な業務内容

関連事業

˗ Ḩ Ḹ

事業目的
（あるべき姿）

市役所駐車場を事業者に貸し付けて運営することにより、市の業務を省力化するとともに、事業者による営業活動により、余裕分の有効活用による
住民の利便性向上と事業者からの貸付料収入を確保する。

対象者 市役所来庁者、月極利用者 対象者数 単位あたりコスト

根拠法令等 －

事業区分

R２現在の状況

計画期間 開始年度 平成23年度終了予定年度 令和元年度 関連計画名

会計 01 一般会計決算付属資料01 総務管理費 05 財産管理費

－

72

施策体系 施策コード070102 施策名 持続可能な財政基盤を構築する

会計情報 事業コード810499 02 総務費

ῇ⁸ ̉ᴇ ₴↓˗ҵ˗ ͔ȵɶɆ Ӵ̬ ӧЛ

˗ ιר
事業名 市役所駐車場運営事業

事業担当 所属 市民総務部　総務課　 所属長 中見  信治
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☐ 事業の見直し

☑ 統合/組換

☐ 廃止/休止

☐ 事業の見直しなし

□ 現状維持 ☑ 廃止/休止 □ 予算拡充 □ 予算縮減

☐ 他事業を統合 ） ☐ 他事業へ統合

͔ ₴↓˗

担当課の
事業の見直し
及び

予算要求方針

方針区分 評価を踏まえた見直し内容

令和２年度から庁舎管理事業に統合済み

˔ ֚

予算反映結果
（統合事業名： （統合先事業名：

事業の目的及び
指標等の達成状況に
対する定性的評価

行政財産（市役所駐車場）の有効活用を図るため、事業者に駐車場を貸付けて適正な運営を行っている。

これまでの課題及び
今後の方向性

さらなる収益性の向上を目指すとともに、老朽化した機器の更新方法等の検討を行う必要がある。
令和２年度から庁舎管理事業に本事業を統合。

̀ ͔

事後事業評価

事中事業評価

効　率　性

・受益者との負担関係や単位あたり
コストは妥当な水準か

○

駐車場を事業者に貸し付けて運営することにより、市の業務を省力化する。

・他の手段や方法とのコスト比較は
十分行われているか

・コスト削減や効率化に向けた
工夫が施されているか

有　効　性

・成果目標は理にかない、実績は適切に
把握・測定されているか

○

貸付事業者の営業努力により、市及び事業者への収入が増額となる。

・活動実績は見込みに沿い、かつ
投入資源に見合っているか

・先行事例の分析や外部資源の活用は
十分行われたか

˗ ► ͔

項　　　目 評価の観点 評価 評価の理由

必　要　性

・市民や社会のニーズを的確に
捉えた事業か

○

事業者による営業活動により、駐車場余裕分の有効活用を図り住民の利便向上と財源確保
を図る。

・民間事業者や市民が自ら実施することの
できない事業か

・目的・目標の達成手段として適切で、
優先度の高い事業か

　 60 100 市役所駐車場運営事業


